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はじめに 

LRTとは、車両や軌道などに新たな技術を取り入れた、従来の路面電車を大幅にグレード

アップさせた交通システムである。 

LRTは、欧米先進諸国において、まちづくりの一環として積極的に整備が進められており、

我が国においても平成 18年４月に「富山ライトレール」が開業し、高齢者の外出増加、自

動車から公共交通利用への転換などによる利用者数の増加、沿線における住宅着工件数の増

加、就業人口の増加など、LRTによる沿線まちづくりへの効果が発現されつつある。 

公共交通機関の利用促進は、人口減少・高齢化が進展するなかで、高齢者等の外出手段を

確保するとともに、コンパクトで活力のある集約型まちづくりを推進するうえで不可欠なも

のである。そこで、本ガイダンスでは、公共交通機関のうち、主に LRT に着目し、公共交

通の利用促進に関する実践的事例を整理し、今後、LRT 等の新規導入・延伸を検討する地

方公共団体や既存の軌道事業者の取組に役立てることを目的にとりまとめたものである。 

 
 

LRT 等利用促進施策検討委員会 
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１．ガイダンスの目的 

（１） 背景 

① 自動車利用の増加 

地方都市圏では、自動車の分担率が増加する一方、徒歩や公共交通の分担率が減少してい

る。自動車の分担率は、市街地（DID）の人口密度が低い都市ほど高くなっており、市街地

の郊外化や中心市街地の衰退に影響を及ぼす結果となっている。 

 

都市圏別の交通機関分担率の推移 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

資料：H22 全国都市交通特性調査集計結果 
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② 高齢者の移動手段の確保 

地方都市では、人口減少や少子高齢化に伴い、公共交通機関利用者が減少している中、自

動車の運転ができない、自動車を自由に使えない割合の高い高齢者にとって、外出手段の確

保が課題となっている。 

 

高齢者の生活環境に対する意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢別自由に自動車を使えない人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

資料：H22 内閣府 高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査 

資料：新潟県見附市「見附市の公共交通に関するアンケート調査概要」

散歩に適した公園や道路がない
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（２） 路面電車の利用者数の減少 

路面電車は、昭和 40 年代から始まったモータリゼーション等を背景に衰退の一途をたど

ってきたが、平成 10年頃から都市内交通機関として注目されはじめ、我が国初の LRTとし

て「富山ライトレール」が平成 18年に開業している。しかし、路面電車を保有する地方都

市では、人口の減少、市街地の郊外化に伴う中心市街地の衰退などにより、利用者数は、昭

和 60年の 292百万人から平成 22年には 184百万人と約 20年間で約 100百万人減少し、

経営環境は依然厳しい状況が続いており、利用の活性化が課題となっている。 
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西日本鉄道北九州市内線の廃止（H12）

名古屋鉄道岐阜市内線の廃止（H17）

富山ライトレールの開業（H18）

資料：鉄道統計年報 

資料：鉄道統計年報 

 路面電車利用者数の推移 

路面電車の営業収支
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（３）集約型まちづくりにおける LRT等の役割 

集約型まちづくりに向けて、公共交通は都市において本来的に備わるべき「都市の装置」

であり、自動車を運転できない高齢者等の移動制約者にとっては社会参加の生命線ともなる

交通システムである。定時性・速達性に優れたサービス水準の高い LRT 等の基幹的な公共

交通軸を整備し、質の高い交通サービスを提供することによって、沿線市街地の高度化や集

約化が期待できる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 資料：富山市

LRTが担う役割 
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（参考） 富山ライトレールのまちづくりへの効果 
LRTは、これまで外出していなかった高齢者の外出を増加させるだけでなく、沿線におけ

る住宅着工件数の増加、就業者数の増加など、集約型市街地の形成に大きな効果をもたらし

ている。 

 
高齢者の利用増加 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

沿線における建築着工件数の増加 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

沿線地区への転入者の増加 
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（４）本ガイダンスの目的 

公共交通機関の利用促進は、地方公共団体や交通事業者が、様々な観点から総合的に取り

組みを進めることが重要であり、そのためには、公共交通の利用状況や施設の現状などの把

握に努め、個々の課題解決に必要な施策を検討し、それを効率的かつ効果的に進める必要が

ある。 

本ガイダンスでは、公共交通機関のうち、主に LRT に着目し、公共交通の利用促進に関

する実践的事例を整理し、今後、LRT 等の新規導入・延伸を検討する地方公共団体や既存

の軌道事業者の取組に役立てることを目的とする。 
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２．公共交通利用促進の視点 

公共交通の利用促進策の検討には、公共交通機関の利用者、軌道事業者、都市の住民、行

政機関等のさまざまな立場からアプローチしていくことが重要である。 

（１）利用者ニーズの視点 

利用促進を図るには、利用上の不満や改善すべき事項など、住民や利用者の視点からアプ

ローチすることが重要である。路面電車を保有する 6都市（福井、富山、高知、松山、熊本、

長崎）の住民に対するアンケート調査によると、利用促進のために改善すべき事項として以

下の点が重要であるとされている。 

・他の交通機関との乗り継ぎ円滑化 

・スピードアップ 

・情報提供の充実 

・電車待ちの安全性向上 

住民アンケート調査による利用しやすくするために改善すべき点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

路面電車保有都市における住民へのアンケート調査 

 

 

 
 
 

 

 

 

 
資料：路面電車保有都市における住民へのアンケート調査（2010 年１月実施） 

○回答者の居住地（N＝991） ○路面電車の利用状況（N＝991） 
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0 200 400 600

長崎

松山

熊本

高知

富山

福井

74

39

233

587

58

0 200 400 600 800

ほぼ毎日利用

週に数回利用

月に数回利用

ほとんど利用
しない

利用したこと
がない



 8

 

（２）軌道経営からの視点 

国内の路面電車は、利用者の減少等に伴う経営環境が悪化している中で、施設の老朽化へ

の対応やバリアフリー対策が急務となっている。このため、軌道事業者では、老朽化した車

両等の施設更新や電停の拡幅などを積極的に取り組んでおり、経営安定化のための経費節減

や増収対策が今後の課題となっている。 

 

 施設の老朽化の状況              軌道事業者が今後取り組んでいきたい施策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

（３）まちづくりや地域活性化からの視点 

LRTは、路面を走行する交通システムであることから、その存在感や安心感から単なる移

動手段としてだけでなく、まちづくりの核を担う「都市の装置」として位置づけられる。こ

のため、LRT の車両や軌道、停留所などの軌道施設は、都市の景観やまちなみを構成する

要素であり、都市デザインの視点からも検討していくことが重要な視点である。 

また、運行頻度を高めることで、利便性が向上し利用者の増加が見込まれ、中心市街地等

の活性化が図られることとなるなど、様々な視点から地域の活性化を考えることが重要であ

る。 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.車両の更新

2.電停の拡幅

3.運行形態の変更

4.路線の延伸

5.P&Rの実施

6.施設の更新

7.運賃施策

8.その他

整備済 整備中 整備を予定 検討段階 未回答

資料：路面電車保有都市及び事業者に対するアンケート

調査（2009 年 9 月実施）
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（４）本ガイダンスにおける公共交通利用促進の視点 

本ガイダンスでは、公共交通利用促進施策について、利用者、軌道経営、まちづくりの各

視点から検討を行うものである。 

前項までに整理したように、利用者の視点からは、スピードアップなどの速達性の向上、

他交通機関との乗り継ぎの円滑化、電車待ちにおける安全性の向上、情報提供の充実等に対

するニーズが高い。一方、軌道経営の視点では、老朽化した車両の更新、バリアフリー化、

利便性の向上などによる増収対策が課題になっている。まちづくりの視点では、車両や軌道

などの軌道施設の存在感を生かした、トランジットモールなどの賑わい空間の創出や芝生軌

道などの景観整備などへの要求が高い。 

 

① 利用者の視点 
・速達性の向上 

・乗り継ぎの円滑化 

・安全性の向上 

・情報提供の充実 

 

② 軌道経営の視点 
・車両、軌道敷などの施設更新 

・電停のバリアフリー化 

・利便性の向上などによる増収対策 

 

③ まちづくりの視点 
・軌道施設を生かしたまちなみ整備など（トランジットモール、芝生軌道など） 

・運行頻度を高めることによる地域の活性化 
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３．利用促進施策検討のポイント 

公共交通の利用促進施策の検討にあたっての検討手順ならびに留意事項を整理する。 

 
（１）検討手順 

公共交通の利用促進施策の検討にあたっての検討手順を以下に示す。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現状実態の把握 

システム設計 

スタート 

都市の構造や特性、路線の立地特性、利用

や運行の状況などを把握 

利用者の視点から、利用促進を阻害する要

因を分析し、課題を抽出 

利用促進にあたっての具体的な目標を設定

し、取組事例や導入条件を整理し、施策の

検討を行う 

導入箇所の条件、軌道事業者の所有する設備

や技術の条件、導入コストなどを勘案し、シ

ステムの具体の設計を行う。

施策の導入後、効果検証を行い、問題箇所

の改善を行う 

取組施策事例集（付属資料） 

課題の抽出 

施策の検討・選定 

施策の導入 

効果検証 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 
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（２）施策検討における留意事項 

① 現状実態の把握 

現状実態は、都市の構造特性、道路などの交通ネットワーク、路線の利用、運行、施設

の状況などを既存統計資料や実態調査の実施などにより把握する。 

なお、現状実態の把握に関しては、既存の統計データを収集整理するだけでなく、必要

に応じて実態調査（利用実態調査、運行実態調査等）を行うことが必要である。 

 

現状把握すべき項目と調査方法 

項目 内容 調査方法 留意するポイント 

利用状況の

把握 

・年間輸送人員の推移 

・定期・定期外別輸送人員の推移 

・電停別乗降者数の推移 

・断面輸送人員（終日、ピーク時） 

統計データ 

 
実態調査 

利用状況 

・利用者数推移 

・利用者属性 

 

運行状況の

把握 

・運行系統 

・系統別運行本数 

・区間別運行本数（終日、ピーク時） 

・系統別区間別所要時間 

・所要時間と構成（走行、乗降、信号 

待ちなど） 

運輸部局データ 

 

 
実態調査 

運行サービス水準 

・速度 

・信号待ち時間 

・輸送力、混雑率 

施設・サー

ビス状況 

・電停数 

・電停幅員 

・車両（低床車両数） 

・ICカード 

施設部局データ 施設状況 

・施設の状況 

・バリアフリー化 

軌道経営状

況 

・収入 

・支出 

・収支の推移 

運輸部局データ 経営状況 

・収支の変化 

・経費構造 

関連交通施

設等の把握 

・鉄道駅との結節状況（乗り換え経路、

案内情報） 

・道路の状況（幅員、車線数、交通量、

速度、交差道路、路上駐車状況） 

・バス路線の状況（運行経路、本数、事

業者、バス停と電停との位置関係） 

地図、統計データ

など 

交通ネットワーク 

・道路渋滞箇所 

・他交通機関との結節、

競合状況 

都市特性の

把握 

・沿線人口及び年齢別人口構成の推移 

・中心市街地の状況（従業人口、商業販

売額、アーケード・大型商業施設と電

停との位置関係） 

・沿線の公共公益施設の立地状況 

関連行政・統計デ

ータ 

都市特性 

・人口の推移、変化 

・中心市街地の状況 

・大規模施設の立地状

況 
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② 課題の抽出 

現状把握をふまえ、公共交通の利用促進を阻害する要因について分析を行い、課題を抽出

する。 

なお、課題の抽出にあたっては、利用者へのアンケート調査の実施等も有効な方法である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
速達性を向上させる 

（現状把握） （課題の抽出） （利用促進の阻害要因） 

乗り継ぎを円滑にする 

利便性を向上させる 

安全性を向上させる 

経営を安定化させる 

地域を活性化させる 

利用者数の推移 

利用者属性 

運行サービス水準 

施設の状況 

交通ネットワーク 

経営状況 

人口の推移、変化 

大規模施設の立地状況 

目的地まで乗り継ぎが多

い 

利用者にとってわかりに

くい、使いにくい 

 

安心して利用できない 

事業者の経営状態が厳し

く設備投資が困難 

 

中心市街地の衰退 

自動車より所要時間がか

かる 
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利用者へのアンケート調査にもとづくニーズの把握（例） 

 
【情報提供に対する利用者等のニーズ】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料：路面電車保有都市における住民へのアンケート調査結果（無回答除く）） 

 
【スピードアップに対する利用者等のニーズ】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料：路面電車保有都市における住民へのアンケート調査結果（無回答除く）） 

 
【乗り継ぎに対する利用者等のニーズ】 

 
 
 
 
 
 
 

 

（資料：路面電車保有都市における住民へのアンケート調査結果（無回答除く）） 

30.7%

27.0%

4.4%

5.8%

17.5%

8.8%

0.7%

5.1%

31.2%

14.8%

7.0%

15.0%

14.5%

10.5%

2.0%

5.1%

0% 10% 20% 30% 40%

【電停】接近電車の行き先や発車時刻の情報

【電停】電車の遅れに関する情報（到着予想）

【電停】次に到着する電車の車内混雑の情報

【車内】主要な電停までの到着予想時間

【車内】鉄道やバスとの乗り継ぎに関する情報

【ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等】発車時刻や乗り継ぎに関する情報

その他

必要と感じない

系統が単純【N＝137】
（富山・福井）

系統が合流・分岐【N＝847】
（長崎・松山・熊本・高知）

8.8%

30.4%

32.0%

15.9%

13.0%

12.3%

22.5%

43.2%

12.3%

9.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

電停での乗降時間を短くする

軌道敷内への自動車の乗入れを禁止

信号待ち時間を少なくする

車両性能を向上させる

その他

表定速度15km/h以上【N＝560】
（高知・富山・福井）

表定速度15km/h未満【N＝414】
（長崎・松山・熊本）

【N=978】

18.9%

19.8%

20.2%

11.1%

11.9%

15.2%

2.8%

0% 10% 20% 30%

鉄道との物理的結節性を向上させる

バスとの物理的結節性を向上させる

ダイヤ調整などによるバスとの乗り継ぎ円滑化

駐車場を設置するなど、自動車との乗り継ぎ

駐輪場を設置するなど、自転車との乗り継ぎ

どの交通機関も一枚のカードで利用可にする

その他

行き先や発車時刻に

対するニーズが高い 

信号待ち時間の短縮

に対する要望が多い 

公共交通機関相互の

乗り継ぎ改善に対す

る要望が多い 
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課題の抽出におけるチェックリスト（案） 

項目 チェックリスト 

速達性 

□ 表定速度が 10km以下である 

□ 信号交差点密度が５箇所／km以上である 

□ 電停は交差点の進入側に設置されている 

□ 路線の折れ曲がりが多い 

□ ICカードが導入されていない 

□ 低床車両の割合が少ない 

□ 併用軌道区間が全体の 7割以上を占める 

□ 電停間隔が 400ｍ以下である 

□ 乗降扉が１箇所しかない 

乗り継ぎ 

□ 鉄道駅前広場に乗り入れていない 

□ 路面電車とバスの運営事業者が異なる 

□ バス路線がほぼ並行している 

□ 電停とバス停とは位置がずれている 

□ 乗り継ぎ運賃(割引)が導入されていない 

利便性 

□ 運行系統が 3以上である 

□ 運行本数は 5分間隔以上である 

□ 電車接近案内表示が設置されていない 

□ 電車の情報（行き先、車種など）が提供されていない 

□ 鉄道駅ターミナルに乗り換え案内がない 

安全性 

□ 低床車両の割合が低い 

□ 年間の自動車との接触事故が年間 10件以上 

□ 利用者の事故が過去１件以上 

□ 電停の幅員が 1ｍ以下である 

□ 平面電停がある 

経営安定化 

□ 経営赤字である 

□ 利用者の減少に歯止めがかかっていない 

□ 経費が増加している 

地域活性化 

□ 人口が減少している 
□ 大規模商業店舗が郊外に多数立地している 
□ 公共施設の郊外に移転している 

□ 中心市街地における来街者や歩行者が減少している 
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③ 施策の検討・選定 

利用促進施策の検討・選定にあっては、地域特性や利用者ニーズをふまえ、具体的な目標

設定を行い、ソフト、ハードの両面から利用促進施策の検討を行う。 

なお、利用促進施策の選定にあたっては、これまでの取組事例などを参考に検討すること

が重要である。⇒付属資料 取組施策事例集を参照 

 

 

 
                     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

軌道の専用化 

軌道の立体化 

車両の低床化 

ＩＣカード等の導入 

電停の拡幅 

案内情報板（時刻表等） 

ＩＣカード等の導入 

車両の低床化 

鉄道との結節（路線の延伸等） 

バス路線との結節 

駐車場の整備 

走行時間の短縮 

乗降時間の短縮 

使いやすさの向上 

ネットワークの整備 

パーク&ライドの推進

運賃収受方式の変更

（信用乗車等） 

電車優先信号の導入

 

情報提供の充実化 

運行ダイヤの調整 

【利用促進施策】 

   （ハード施策）       （ソフト施策） 

【課題】 【目標の設定】 

駐車場料金支払い方

法（IC カード等） 

速達性の向上 

利便性の向上 

安全性の向上 

乗り継ぎの円滑化 

安全性の向上 

経営の安定化 経費の節減 運行の効率化 軌道改良（メンテナンスフリー） 

増収対策 イベント 

広告収入 

電停の改良（バリアフリー化） 

電停へのアクセス 

新型車両の導入 

電停のデザイン化 

センターポール化 

架線レス 

軌道敷の芝生化 

乗り物として魅力向上

都市景観の向上 

地域の活性化 デザイン化 

トランジットモール化 
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④ システム設計 

利用促進施策の導入にあたっては、導入箇所の条件、軌道事業者の所有する設備や技術

の条件、導入コストなどを勘案し、具体のシステムに関する設計を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）「  」は情報提供の充実を行う場合の例示 

目標等の設定「電車の行き先情報の提供」

アンケート調査等によるニーズ把握 

周辺機器の検討、コスト比較等 

設置箇所等の条件 

軌道事業者の所有する設備条件等 

「車両数」「車両検知装置など」 

利用促進施策の選定「情報提供の充実」 

システムの仕様検討 

システムの検討 

システム構成の決定 
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⑤ 効果検証 

導入した利用促進施策については、実証実験や導入事後調査等を実施し、導入による効

果や課題を検証したうえ、施策の評価、施策の改善を行い、より効果的な施策の導入に

展開させていくことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の実施（施策の導入） 

実証実験、導入事後調査の実施 

導入効果、課題の検証 

施策の評価 

施策の改善 

他地区へ展開 
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４．事業実施上の留意点 

（１）関係者との調整 

事業実施においては、軌道事業者をはじめ、住民、利用者、関係機関（行政、道路管理者、

公安委員会など）と十分な協議を行いながら進めていくことが事業を円滑に推進していくう

えで重要な視点である。 

 

 

（軌道事業者） 

事業実施においては、軌道施設や利用者への影響が生じるため、事業内容、方法などにつ

いて、軌道事業者と協議を行いながら進めることが重要である。また、施設の改良費やメン

テナンス費用に関しても行政と軌道事業者との間で費用負担のあり方や支援措置などに関

して合意しておくことも重要である。 

 

（道路管理者） 

事業実施においては、軌道施設の改良により、道路構造や道路交通に影響を及ぼす場合、

事業内容や工事方法等について、道路管理者と協議を行いながら進めることが必要である。 

 

（公安委員会） 

事業実施においては、軌道施設の改良により、交通信号機の改良や車線の変更などが発生

する場合、事業内容や工事方法等について、公安委員会と協議を行いながら進めることが必

要である。 

 

（住民等） 

事業実施においては、軌道施設の改良により、道路利用者や沿道住民に影響が発生する場

合、住民に対して、事業内容、工事方法、交通規制などの情報提供による周知を行い、協力

と理解を求めておくことも必要である。 
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（２）支援制度の活用 

事業の実施にあたっては、国や関連する行政機関の支援制度等を活用していくことが望

ましい。 

① 社会資本整備総合交付金 

社会資本整備総合交付金は、地方公共団体向け個別補助金を一つの交付金に原則一括し、

地方公共団体にとって自由度が高く、創意工夫を生かせる総合的な交付金として創設された。

基幹となる事業（基幹事業）、関連する社会資本整備（関連社会資本整備事業）、基幹事業の

効果を一層高めるための事業（効果促進事業）というスキームで総合的・一体的に支援され

る。 

 

社会資本整備総合交付金の基本スキーム 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔基幹事業〕走行路面、架線、停留場 ［効果促進事業］LRT車両の導入 

〔効果促進事業〕情報提供システム ［効果促進事業］トランジットモール社会実験
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② 地域公共交通確保維持改善事業（利用環境改善促進等事業） 

バリアフリー化されたまちづくりの一環として、地域公共の利用環境改善を促進するため

に行われる、より制約の少ない公共交通システムである LRTの導入に対し支援を行うもの。 

当該補助制度は、鉄軌道事業者と地方公共団体等から構成される LRT プロジェクト推進

協議会が策定した LRT整備計画に基づき実施される事業に対して支援を行うものである。 

 

補助制度 補助対象者 補助対象施設 補助率 所管 

地域公共交通確

保維持改善事業

費補助金 
鉄軌道事業者 

LRT システム
の整備に不可

欠な施設（低床

式車両、制振軌

道、車庫、変電

所等）の整備、

IC カードシス
テムの導入等 

国 1/3、鉄軌道事業者等 2/3 総合政策局 
鉄道局 

 
（活用例） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

制振軌道 停留場 

低床式車両 ICカードシステム 

変電所 
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おわりに 

本ガイダンスは、LRT等の公共交通機関の利用促進を目的に組織された、学識経験者、行

政関係者、軌道事業者等を構成員とする「LRT 等利用促進施策検討委員会」における検討

成果をもとに作成したものである。 

本ガイダンスが今後、LRTの導入を検討する地方公共団体や既存の軌道事業者の取り組み

の一助になることを期待するものである。 

 

「LRT 等利用促進施策検討委員会」の構成員 

○ 学識経験者 

石田 東生 筑波大学大学院システム情報工学研究科 教授 

熊谷 靖彦 高知工科大学総合研究所地域 ITS 推進研究センター 教授 

赤羽 弘和 千葉工業大学工学部建築都市環境学科 教授 

中村 文彦 横浜国立大学大学院都市イノベーション研究院 教授 

 

○ 行政関係者 

国土交通省 （都市局、道路局、鉄道局） 

警察庁 

 

○ 軌道事業者 

全国路面軌道連絡協議会 

 

○ 事務局及び問い合わせ先 

国土交通省 都市局 街路交通施設課 公共交通係 03-5253-8111（内 32854） 
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（参考）委員会での取り組み 

平成 18 年に設置した「LRT 等利用促進施策検討委員会」では、7 年間にわたって公共交

通の利用促進について検討・議論を進めてきた。 

 

①利便性の向上

②定時性・速達性の向上

③乗り継ぎ円滑化

④安全性の向上

狭隘区間の電停における乗降客の安全確保

自動車と路面電車の交錯防止

電車の属性情報提供システム

路面電車優先走行支援システム

接続バス乗継円滑化を図るシステム

電車内乗継情報提供システム

電車の混雑情報提供システム

Ｐ＆Ｒにおける乗継円滑化システム

歩行者と路面電車等の交錯防止

《H18～21の検討項目》

《H22～24の検討項目》

LRT等利用促進に向けて（H22：国交省）

・トランジットモールの導入に関する検討
・サイドリザベーションの安全対策等の検討
・平面電停の安全対策等の検討

 
 

 【H18～21 の検討項目】 

   H18からの 4年間は、下記の 3点について実証実験を実施しながら検討を行った。 

① 利便性の向上 

② 定時性・速達性の向上 

③ 乗り継ぎ円滑化 

上記の ITSを活用した利用促進施策については、「LRT等利用促進に向けて」としてとりま

とめたところである。 

 

 【H22～24 の検討項目】 

   H22からの 3年間は、安全性の向上に関して以下の 3つの観点から検討を行った。 

①  トランジットモールの導入 

②  サイドリザベーション 

③  平面電停の安全対策 

  

  上記については、本ガイダンス内でも事例として掲載しているほか、別途報告書にまとめた

ものもあることから、必要に応じて事務局まで問い合わせいただきたい。 

また、「トランジットモールの導入」については、「歩行者と路面電車の空間整備について」

としてとりまとめたところであり、別途事務連絡において通知しているのでご参考いただきた

い。 

 



 資-1

 

付属資料 取組施策事例集 

LRTに着目した公共交通利用促進施策について６つの課題から取組事例を整理した。 

 

（課 題） （施 策） （事 例） 

Ａ．速達性の向上 Ａ-１．信号待ち時間の短縮 ○ 電車優先信号システム 
■ 光ビーコンによる電車優先信号制御実験 

 Ａ-２．速度の向上 ○ 軌道敷の分離 
○ センターポール化 
○ 軌道の専用化・立体化 

 Ａ-３．乗降時間の短縮 ○ IC カードの導入 
○ 信用乗車方式の導入 
■ IC カード全扉乗降実験 
○ 車外での運賃収受 

Ｂ．乗り継ぎの円滑化 Ｂ-１．乗り継ぎ施設の整備 ○ 駅前広場への乗り入れ 
○ 路面電車・バス電停の共有化 
■ 接続バスの出発調整による乗り継ぎ円滑化実験 
○ パーク＆ライド 
■ IC カードによる駐車場料金支払い円滑化実験 
○ 路面電車の鉄道への乗り入れ化 

 Ｂ-２．乗り継ぎ情報の提供 ○ 車内での乗り継ぎ情報の提供 
■ 電車車内における乗り継ぎ案内情報提供実験 

 Ｂ-３．運賃の割引 ○ 乗り継ぎ運賃の割引 

Ｃ．利便性の向上 Ｃ-１．情報提供 ○ 電停での電車接近情報 
■ 電停での電車属性（行き先、車種、到着予想時刻）
の提供実験 

■ 電車の混雑情報提供実験 
○ 公共施設での情報提供 
■ 公共施設での電車の運行情報提供実験 

 Ｃ-２．快適性の向上 ○ 超低床車両の導入 
○ ダイヤの見直し・パターン化 

 Ｃ-３．運賃の割引 ○ 運賃割引 
○ 特典の付与（ポイント、買物券） 
○ ゾーン運賃制 

Ｄ．安全性の向上 Ｄ-１．狭隘電停対策 ○ 電停の拡幅・島状化 
○ 信号機等による自動車進入抑止 
○ 道路外における電車待ちスペースの確保 

 Ｄ-２．電停のバリアフリー化 ○ 拡幅、上屋、手すり等の設置 

 Ｄ-３．事故防止 ○ 自動車ドライバーへの注意喚起 
○ 歩行者が多い区間での安全対策 

Ｅ．経営安定化 Ｅ-１．経費削減 ○ 樹脂固定軌道 
○ 省エネ、省電力（太陽光パネル、振動発電） 
○ 運行の効率化 
○ 混雑緩和 

 Ｅ-２．増収対策 ○ 広告収入 
○ 出資・募金 

Ｆ．環境・景観の向上、
地域活性化 

Ｆ-１．騒音・振動対策 ○ 車両の改良 
○ 軌道の芝生化 

 Ｆ-２．都市景観との調和 ○ トータルデザイン 
○ 架線レス化 

 Ｆ-３．路面電車を活用した 
まちづくり  

○ トランジットモール 
○ サイドリザベーション 
○ イベント等 

 
注）■は施策検討を行った実験項目を示す 
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A．速達性の向上 

A‐1 信号待ち時間の短縮 

１．電車優先信号システム 

路面電車は、路面を走行するため、交差点では信号による交通制御が行われるため、赤現示に

よる信号待ちが発生し、速度や定時性が低下している。 

電車優先信号は、信号交差点の手前で電車の接近を検知し、交通信号を適正に制御することで、

信号待ち時間を短縮化する方法である。 

（１）トロコンによる電車優先信号 

路面電車の場合、架線に設置されたトロリーコンタクター（トロコン）で車両の検知を行い、

前方の交通信号機を制御する方式が多く用いられている。 

架線に設置されたトロリーコンタクター 

 
 
 
 
 
 
 
トロリーコンタクターによる信号制御方式 

 
 
 
 
 
 
（２）光ビーコンを使用した電車優先制御 

トロコンは前方の信号交差点に対し、電車優先制御（赤現示の早切り、青現示の延長）を行う

のに対し、光ビーコンは、電車の接近情報を警察の交通管制で情報を一括管理するため、道路交

通の状況をふまえた、エリア全体の最適制御が可能であることが特徴である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

出典：わかりやすい鉄道技術
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A．速達性の向上 

A‐1 信号待ち時間の短縮 

１．電車優先信号システム 

事例-1 トロコンによる電車優先信号 

トロコンによる電車優先信号は全国に多数存在する。 
 

トロコンによる電車優先信号制御の設置状況（2006 年現在） 

 

出典：全国路面軌道連絡協議会調べ

設置区間 交差点数 制御概要

南１条西５丁目交差点（外回り） 1

同交差点の外回り電車は、交通信号制御だけでは、交差点通過ま
での青現示時間が不足するため、電車を感知し、青現示を延長及び
赤現示を短縮（電車の感知タイミングにより約１０秒～２０秒程度延
長及び短縮する。

（その他走行モードに合わせた信号制御）
南１条西14丁目～南１条西５丁目交差点

9

電車の走行モードに合わせた交通信号制御により、停留場～停留
場間で停車を無くすようにしている。（特別な電車感知はしていな
い。）平日は7:30～20:00,土日は9:00～19:00の時間帯に行われてい
る。

自由市場前交差点 1
石山畳店前交差点 1
堀川町ｸﾞﾘｰﾝﾍﾞﾙﾄ前交差点 1
勤医協前交差点～労金前交差点 2
中央病院前交差点 1
東高入口交差点 1
競馬場駐車場前交差点 1
湯川生協前交差点 1
函館信金前交差点 1
　　　　　　　　　　　計 10
曙橋交差点 1
面影橋交差点 1
大日坂下交差点 1
　　　　　　　　　　　計 3

　東京急行電鉄株式会社 0 0
南富山駅前交差点 1
地鉄ビル前交差点 1
丸の内交差点 1

富山駅前ロータリー交差点 1
南・北行電車を感知し、電車信号(黄色灯）を点灯させる。（２５秒間）
電車通過後電車信号（黄色灯）消灯。

　　　　　　　　　　　計 4
　富山ライトレール株式会社 6 0
　万葉線株式会社 22 大和前交差点 1 上り電車を感知し、青現示延長及び赤現示短縮。
　福井鉄道株式会社 15 0
　豊橋鉄道株式会社 24 0

浜大津交差点 1 上下電車を感知し、電車信号現示、他の交通信号赤。
湊町交差点～京町南１丁目交差点 4 上下電車を感知し、４交差点の交通信号を系統制御。
　　　　　　　　　　　計 5
西大路三条交差点 1 上下電車を感知し、電車連動信号を現示。
三条西小路交差点～蚕ノ社参道前交差点 5 上下電車を感知し、青現示延長。
三条佐井交差点 1 下り電車を感知し、青現示延長（下りのみ）
　　　　　　　　　　　計 7
住吉北交差点 1 上り電車を感知し、青現示延長
綾ノ町交差点 1
御陵前交差点 1

松虫交差点 1
上下電車を感知し、電車が通過するまで黄現示が点滅し、赤現示と
する。

住吉交差点 1 手動扱いで、電車信号現示し、関係交通信号を赤現示とする。
　　　　　　　　　　　計 5

　岡山電気軌道株式会社 22 0
皆実町交差点 1
皆実町二丁目～平野橋東交差点間 4
立町電停交差点 1
天満町交差点～土橋町交差点 5

宇品海岸三丁目交差点 1
上下とも１両目が進入後一定秒数以内に２両目が進入すれば、青現
示が１０秒延長される。

横川駅前交差点 1
横川駅構内に電車を感知した場合に電車信号条件を最大３０秒まで
延長、感知なしの場合、電車信号条件をスキップする。

　　　　　　　　　　　計 13
千舟町交差点 1
三番町交差点 1
県国際交流センター前交差点 1
裁判所前交差点 1
鮒屋町交差点 1
東警察署前交差点 1
南町交差点 1
萱町交差点 1
北味酒交差点 1
宮田町交差点 1
　　　　　　　　　　　計 10
八代通交差点 1
中山交差点 1
東新木交差点 1
介良通交差点 1
田辺島通交差点 1
高知東道路交差点 1 電車「有」送出で全「赤」延長にて進行矢印点灯
桟橋車庫前交差点 1 電車「有」送出で全「赤」延長にて進行矢印点灯
領石通交差点 1 電車「有」送出で電車進行方向の「青」を継続させる。
高知駅前交差点 1 電車「有」送出で全「赤」10秒延長にて進行矢印点灯
知寄町交差点 1
枝川対向交差点 1
知寄三丁目交差点 1 電車「有」送出で電車進行方向の「青」数秒伸ばす。
　　　　　　　　　　　計 12

0
（その他）

岩屋橋交差点 1
特殊な箇所として、道路と軌道とが交叉する信号箇所で、横断歩行
者がいない時に、その秒数分だけ軌道信号を延長する。

松ケ枝、正覚寺下、馬町、出島交差点 4
道路と軌道とが交叉する箇所で赤信号の始めと終りに２回信号を出
す。

辛島町交差点（軌道右左折箇所） 1
上下線を感知し、通常３秒間の全赤信号を１３秒間とし、電車矢印信
号を１３秒間現示。

辛島町南歩行者信号機 1
上記交差点から離隔２５ｍの位置にある歩行者信号機（上記交差点
には横断歩道がない）を、上記交差点上線信号と連動させ電車進行
方向青信号を１０秒間延長。

辛島町西交差点
（軌道右左折、直線分岐箇所）

1
上下線を感知し、通常３秒間の全赤信号を１０秒間とし、電車矢印信
号を黄灯から１３秒間現示。

新町交差点 1
新設軌道から併用軌道に合流する交差点で、上下線を感知し、通常
３秒間の全赤信号を１３秒間、電車矢印信号を１３秒間現示

大江車庫口
(併用軌道本線～大江車庫線分岐箇所）

1
公安委員会から交通信号機管理委任を受け、入出庫時のみ軌道信
号と連動させる交通信号を現示

　　　　　　　　　　　計 5
　鹿児島市交通局 44 郡元（南側）停留場～涙橋交差点間 2 上下電車を感知し、青信号延長（電車信号現示）及び赤信号短縮

63　熊本市交通局

電車「有」送出で電車進行方向の「青」数秒伸ばす。

土佐電気鉄道株式会社

　長崎電気軌道株式会社 71

電車感知により、交通信号機が青現示の場合には、青現示を約１５
秒間延長し、交通信号機が赤現示の場合には、赤現示を約１５秒間
カットする。

66　伊予鉄道株式会社

電車「有」送出で電車進行方向の「青」を継続させる。

事業者名 全交差点数
電車優先信号設置箇所概要

　札幌市交通局 46

上下電車を感知し、青現示延長及び赤現示短縮

南・北行電車を感知し、電車信号(黄色灯）を点灯させる。（３０秒間）
電車通過後電車停止信号（赤色灯）に切換える。

　函館市企業局 66

上下電車を感知し、電車進行方向青現示を８秒延長する。13　東京都交通局

27　富山地方鉄道株式会社

5　京阪電気鉄道株式会社

上下電車を感知し、電車信号延長及び赤現示短縮

132　広島電鉄株式会社

8　京福電気鉄道株式会社

上下電車を感知し、全赤現示の時に電車信号現示し赤信号延長、
感知なしの場合、電車信号条件をスキップする。

44　阪堺電気軌道株式会社
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A．速達性の向上 

A‐1 信号待ち時間の短縮 

１．電車優先信号システム 

事例-2 光ビーコンによる電車優先信号（熊本市交通局） 

（事業概要） 

路面電車の優先システムは、電車の接近を感知装置（光ビーコン）によって感知し、電車が信

号機のある交差点に接近すると、電車の進行方向が青信号の場合には青信号時間を長くし、赤信

号の場合には赤信号時間を短くして市電の信号停車時間を減らし、市電のスピードアップを図る

ものである。平成 23年春の九州新幹線開業に合わせて、熊本駅・上熊本駅から中心市街地への市
電の利便性を高めるために、熊本駅～辛島町間の約 2.2 ㎞と上熊本駅前～辛島町間の約 2.9 ㎞に
おいて整備を行い、平成 23年 3月 1日から運用を開始した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（事業スケジュール） 

◆平成 20年度   設計（熊本市） 
◆平成 21年度   市電車両に車載機設置（熊本市） 
◆平成 22年度   受信機用支柱の設置（熊本市） 

光ビーコン感知器の設置、交通管制システムの改修（熊本県警） 
平成 23年 3月 1日運用開始 

（事業効果） 

システム導入前で、熊本駅前～辛島町は約 11分、上熊本駅前～辛島町は約 14分 30秒要して
いたが、県警の試験調査によると、平均で約 30秒、最大で約 1分 30秒程度短縮。 

 
 
 
 
 

出典：熊本市ホームページ
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A．速達性の向上 

A‐1 信号待ち時間の短縮 

１．電車優先信号システム 

【参考】LRT における優先走行支援システム（スイス チューリッヒ） 

チューリッヒでは、1970 年代から公共交通を優先させる交通政策をとり続けており、2003 年
時点で、市内にはトラム 109.3㎞、トロリーバス 54.0㎞、バスネットワーク 89.9㎞の高密度か
つ高頻度なサービスが提供されている。 

 

■交通信号制御の方法 

チューリッヒ市では、80年代当時のシステムが現在も活用されており、信号制御プログラムの
基本的な考え方は、特定箇所の非定常的制御の影響が、他箇所の交差点に波及しないようにする、

というもので、個別交差点の信号のリアルタイム制御と、ミクロセルと呼ばれる 4～8交差点分の
信号のグループ制御に分けられる。 

（システムの概要） 

・主要な約 400の交差点の各車線の地中に、約 3,000の感知器を設置。 

・感知器で計測される通行車両の通過時刻のデータが、中央情報センターに送られる。 

・中央情報センターの大型計算機において、各交差点の通過車両数と速度を推定し、オペレータ

ーのプログラムにしたがってリアルタイムで交差点のサイクル長やフェーズを調整する。 

■位置検知の方法 

バスやトラムの各車両の天井に取付けられた赤外線送受信装置から、沿道または沿線に設置さ

れているビーコンを経由してオペレーションセンターに送られ、位置情報を把握している。 

■運行管理への反映 

トラム・バスの位置に関する情報を各車両にフィードバックすることによって、遅延等の事態

に対してスケジュールの調整が常時行われる。 

非常時にはオペレーションセンターから車両内の乗務員と乗客、あるいはそのいずれかに無線

で直接連絡できるシステムが備え付けられている。また、主要な停留所にはセンターから直接連

絡が可能なスピーカーが設置されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「ｽｲｽ・ﾁｭｰﾘｯﾋにおける公共交通優先型都市交通政策」運輸政策研究

写真：バスに取付けられた赤

外線送受信機 
写真：公共交通運行情報を

示したﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ。遅延の程

度により色が変わり、必要

に応じてｵﾍﾟﾚｰﾀｰが無線で

連絡。 

写真：ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ。3～4 名の
ｵﾍﾟﾚｰﾀｰがトラムやバスの運行状

況をﾘｱﾙﾀｲﾑで管理する。 
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A．速達性の向上 

A‐1 信号待ち時間の短縮 

１．電車優先信号システム 

【参考】光ビーコンによる PTPS、MOCS の導入例 

○公共車両優先システム（PTPS）の整備 
・県道川西篠山線バイパスの延伸区間及び県道川西三田線(約 6.6 ㎞)を対象として、既
設バス優先レーンの延長及び公共車両優先システムを拡大整備することにより、路線

バスの円滑な運行を確保し、個人車両から路線バスへの転換の促進及び交通総量の削

減、交通渋滞の緩和、交通公害の低減を図る。 

○車両運行管理システム（MOCS）の整備 
・PTPS の整備に併せて、路線バスである阪急バスを対象に車両運行管理システムを整
備拡大し、バスの効率的な運行を支援するとともに、交通の円滑化を図る。 

○交通渋滞情報等交通情報の提供 

・整備路線の主要地点に交通情報板、交通情報収集提供装置(光ビーコン)を整備すると

ともに、通行車両に適時、適切な交通情報を提供することにより、自主的な迂回措置

を行わせ車両集中による交通渋滞を防止する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：阪急バス HP 



 資-7

 
施策検討事例 光ビーコンによる電車優先信号制御実験 

 

（１）課題の抽出 

路面電車の所要時間に占める信号待ち時間は、約 30％に及び、速達性・定時性の向上を図
るには、信号待ち時間の低減化が課題であった。特に信号交差点が連続する都心部の区間で

は、信号交差点が系統制御されており、中間に停留所があるような場合、信号待ち時間が長

大化する傾向にあった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施策の検討・選定 

路面電車の電車優先信号制御は、トロコンにより列車接近を検知し、特定の交差点におけ

る信号制御を行う方式が採用されているが、制御が可能な交差点は、交通管制から切り離さ

れた交差点であり、電車の接近に併せ、赤時間の短縮、青時間の延長の制御しかできないシ

ステムであった。このため、光ビーコンを用いて、電車の接近を把握し、この情報を交通管

制に送り、連続する信号交差点で制御を行なう方式とした。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 所要時間に占める信号待ち時間 

（広島電鉄 平成 18 年 1月調査） 

 区間別の表定速度 

（広島電鉄 平成 18 年 1月調査） 
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信号交差点が連続し、道路交通の渋滞が著しくない、以下の地点を対象とした。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

導入検討箇所 

（３）システム設計 

① 光ビーコンの設置 

光ビーコンは、道路では地上 5.5ｍの高さに設置し、架
線電圧等による影響の有無やビーコンの投光角度、受光強

度を調整する。なお、設置位置については、対象交差点と

光ビーコンとの距離、電停の有無、電車の走行速度、信号

現示の階梯などを考慮して決定する。 
 

② システム構成 

路面電車の接近を検知し、前方交差点の青時間の延長ま

たは赤時間の短縮を行うもので、地上側に光ビーコンを設

置し、車両側に設置された車載機からのアップリンク情報

を受信することにより、電車の接近を感知するものとした。 
 

 

●「舟入南6丁目」交差点（従方向）

 ・サイクル長：120～160秒 
 ・路面電車の青時間：38～41秒 

●「舟入川口電停」交差点（主方向）

 ・サイクル長：80～100秒 
 ・路面電車の青時間：34～54秒 

●「舟入川口町」交差点（主方向）

 ・サイクル長：80～100秒 
 ・路面電車の青時間：27～40秒 
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（４）効果検証 

① 検証方法 

電車優先信号制御に伴う電車の所要時間や信号待ち時間の変化について検証した。車内に

おける乗り継ぎ案内提供の実証実験で用いる GPSを活用し、電車の運行状況を把握する。な
お、GPSでの位置データ・時刻データの取得・蓄積にあたっては、駅・交差点ごとに計測ポ
イントを設定のうえ、ポイント通過時の時刻データを取得することとした。また、上記デー

タを補完するため、調査員による観測調査を実施する。 
② 検証結果 

優先制御が実施された結果、江波電停～舟入幸町電停の所要時間が平均で約 25 秒短縮さ
れた。また、各交差点における信号停車回数、待ち時間の短縮がみられた。 

 
所要時間の変化（江波～舟入幸町間） 

 

 

 

 

 

（＊GPS データによる実験期間中の運行状況から整理） 
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対象交差点の信号待ち時間等の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）課題と改善点 

信号交差点が連続する区間では、自動車の円滑な走行確保のため、複数の信号交差点が系

統的に制御されている。路面電車の場合、停留所が交差点流入部に位置していることが多く、

停留所での停車により信号現示とのタイミングがずれ、信号待ちが増大する傾向にあること

から、停留所を交差点流出部側にするなど、位置の変更による速達性向上方策について検討

することが必要である。 
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A．速達性の向上 

A‐2 速度の向上 

１．軌道敷の分離 

併用軌道の軌道敷内は、原則、自動車の乗り入れが禁止されているが、交差点での右折や路上

駐車車両の追い越し時等に自動車が軌道敷内に進入することで、電車の円滑な走行が阻害される

場合がある。電車の速度向上を図るには、軌道敷を車道と分離し、自動車車両が乗り入れにくい

構造にすることが効果的である。 

 

事例-1 縁石による分離           事例-2 マウントアップによる分離 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

（富山ライトレール）            （フランス パリ） 

 

事例-3 軌道の芝生化            事例-4 舗装（板石舗装）による識別化 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

（鹿児島市交通局）             （熊本市交通局） 
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A．速達性の向上 

A‐2 速度の向上 

２．センターポール化 

路面電車は、電気を動力とするため電車線が必要となり、都市景観を阻害する要因の一つとな

っていた。センターポール化は、架線柱を道路中央に設置することで、くもの巣状の架線をなく

す都市景観整備事業の一環として進められている。センターポール化にあわせ、交差点を除く一

般部に中央分離帯を設置することで、自動車の軌道敷の横断ができなくなり、電車の速度向上に

効果が期待できる。 

 

センターポール導入状況（2005 年現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：社団法人 公営交通事業協会 平成 19 年度路面電車事業の活性化に関する調査研究より作成

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（豊橋鉄道）              （長崎電気鉄道） 

 

 

路線長（m）
札幌市交通局 370
函館市企業局 -
東京都交通局 390
東京急行電鉄㈱ -
豊橋鉄道㈱ 1,960
富山地方鉄道㈱ -
富山ﾗｲﾄﾚｰﾙ㈱ -
万葉線㈱ -
福井鉄道㈱ -
京阪電気鉄道㈱ -
京福電気鉄道㈱ -
阪堺電気軌道㈱ -
岡山電気軌道㈱ 3,150
広島電鉄㈱ 290
伊予鉄道㈱ -
土佐電気鉄道㈱ 1,000
長崎電気軌道㈱ 4,470
熊本市交通局 500
鹿児島市交通局 8,750
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A．速達性の向上 

A‐2 速度の向上 

３．軌道の専用化・立体化 

路面電車は、道路路面を走行することが基本であるが、鉄道や幹線道路との交差部では、軌道

の立体化により、郊外部では、軌道の専用化や高架化等により、速度向上を図る方策がある。 
軌道の立体化は、国内には事例がないが、海外では高架化や地下化による軌道の部分的な立体

化の事例が多く存在する。また、軌道の専用化は、車道と軌道敷を部分的に分離するもので、完

全な専用化ではないが、速度の向上につながることが期待できる。 
 

事例-1 軌道の地下化             事例-2  軌道の高架化 

 

 

 

 

 

 

 

 

（スペイン バルセロナ）          （ドイツ ブレーメン）

 

事例-3 軌道の専用化            事例-4  軌道の専用化 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（イギリス クロイドン）            （阪堺電気軌道） 
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A．速達性の向上 

A‐3 乗降時間の短縮 

１．IC カードの導入 

路面電車は、車両のタイプによっても異なるが、乗降用扉が限定され、現金による支払いや両

替の発生等によりピーク時や乗降客の多い電停などでは乗降時間が増大し、速達性の向上の阻害

要因となっている。 

乗降時間の短縮を図るには、ICカードの導入により、小銭の準備や両替することなく効率的な
乗降が可能となるほか、乗務員のいない扉にカードリーダーを設置することで、複数扉からの乗

降が可能となることから、定時性の向上や運行時間の短縮が期待できる。 

IC カードは、多くの事業者で導入されている。 

また、2013 年 3 月より各エリアの IC カード（Kitaca, Suica, PASMO, manaca, TOICA, 
PiTaPa, ICOCA, はやかけん,nimoca, SUGOCA）の相互利用が可能となっている。 

 
IC カード導入状況（2013 年現在） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：各社 HP より作成

割引制度 初乗り料金（円） ICカードの導入状況 備考
札幌市交通局 均一性 170 SAPICA 全国共通ICカード利用可能
函館市企業局 対キロ区間制 200 -
東京都交通局 均一性 160 Suica 全国共通ICカード利用可能
東京急行電鉄㈱ 均一性 140 Suica 全国共通ICカード利用可能
豊橋鉄道㈱ 均一性 150 Manaca 全国共通ICカード利用可能
富山地方鉄道㈱ 均一性 200 Ecomyca
富山ﾗｲﾄﾚｰﾙ㈱ 均一性 200 Passca
万葉線㈱ 区間制 150 -
福井鉄道㈱ 均一性 180 -
京阪電気鉄道㈱ 区間制 160 ICOCA 全国共通ICカード利用可能
京福電気鉄道㈱ 均一性 200 PiTaPA 全国共通ICカード利用可能
阪堺電気軌道㈱ 均一性 200 -
岡山電気軌道㈱ 均一性 100 Hareca
広島電鉄㈱ 均一性 150 PASPY
伊予鉄道㈱ 均一性 150 ICい～カード
土佐電気鉄道㈱ 均一性 180 ICカードですか
長崎電気軌道㈱ 均一性 120 長崎スマートカード
熊本市交通局 均一性 150 -
鹿児島市交通局 均一性 160 Rapica
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A．速達性の向上 

A‐3 乗降時間の短縮 

２．信用乗車方式の導入 

路面電車は、運賃収受を確実に行うため、運賃支払いは乗務員（車掌を含む）に近い扉で行っ

ている。このため、乗降客が集中する電停では、乗降に時間を要するほか、定時性の悪化や団子

運転の発生につながっている。また、国内では、無賃乗車に対するペナルティが低く抑えられて

いるため、複数の扉で乗降を行う場合は、車掌を乗車させ、監視させることから人件費の増加に

つながっていた。ICカードの普及に伴い、全扉で乗降可能な信用乗車方式を導入することにより、
乗降時間の短縮や乗務員人件費の削減が可能となる。 

 
事例 海外での信用乗車方式 

欧米諸国では、電停に券売機が設置されているほか、乗車前後に車外や車内の検札機で改札す

る仕組みをとっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事例 日本での信用乗車方式（時間帯限定で降車のみ） 

 富山ライトレールでは、朝の通勤ラッシュ時における降車時間の短縮のため、平日の 7～9時に
限定し、2つの扉のどちらからも降車ができる仕組みをとっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

電停の券売機・検札機 

車内の検札機

車内のカードリーダー（前扉） 車内のカードリーダー（中扉） 
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施策検討事例 ＩＣカードによる全扉乗降実験 

 

（１）課題の抽出 

路面電車は、扉によって乗降が分離されているため、乗車または降車が集中する場合、停

車時間の増大により速達性、定時性が低下する要因となっている。信用乗車方式とは、運賃

の不払いなどの不正乗車に対するペナルティを高く設定する方法で、海外では 20～30 倍程
度と高く設定できるのに対し、我が国では 2 倍以内と法律（軌道運輸規程第８条）で定めら
れ、導入の障害となっていた。 

 

（２）施策の検討・選定 

降車時の時間短縮を図るため、ICカード利用者に限定し、全扉から乗降できるように、IC
カード読取器を設置する方法を採用した。 

 

 

（３）システム設計 

電車の乗車専用扉に ICカード降車専用読取器を設置し、監視カメラでモニターを行うシス
テムとする。 
・乗車専用中扉（4箇所）に ICカード降車機器を設置  
・全扉の上部に監視カメラ（8台）を設置 
・運転台、車掌台にモニター（4台）を設置 
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A．速達性の向上 

A‐3 乗降時間の短縮 

３．車外での運賃収受 

乗降客の多いターミナル駅やイベント等で利用者が増加する場合において、車外で運賃収受を

することで、乗降時間の短縮を図ることができる。 
運賃収受の効率化により乗降時間や、遅れ解消による乗車時間が短縮され、利用者にとっては

路面電車の利便性が向上し、軌道経営者にとっては遅延の減少や定時性の向上が期待される。 
 
事例 車外での運賃収受 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（都電荒川線 王子駅） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（広島電鉄 西広島駅） 
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B．乗り継ぎの円滑化 

B‐1 乗り継ぎ施設の整備 

１．駅前広場への乗り入れ 

鉄道と路面電車との乗り継ぎ円滑化には、路面電車を鉄道駅の駅前広場内に路線を延伸する方

法が有効である。このことによって、鉄道駅との乗り継ぎ距離の短縮や交差点での信号待ち時間

が解消され、乗り継ぎ利便性が向上する。 
近年、鉄道駅の改築や鉄道の連続立体交差事業等に併せて、駅前広場までの路線延伸が進めら

れている。利用者にとっては、駅前広場への乗り入れによって、鉄道をはじめ、バス、タクシー

などとの乗り継ぎ時間が短縮し、利用者数の増加に効果が期待される。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

事例-1 豊橋鉄道 豊橋駅 

（1997 年開業） 

事例-2 広島電鉄 横川駅 

（2002 年開業） 

事例-3 鹿児島市交通局 鹿児島中央駅 

（2004 年開業） 

事例-4 土佐電気鉄道 高知駅 

（2008 年開業） 
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B．乗り継ぎの円滑化 

B‐1 乗り継ぎ施設の整備 

２．路面電車・バス電停の共有化 

路面電車とバスとの乗り継ぎにおいては、電停を改良し、電停とバス停を共有することでスム

ーズな乗換えが可能となる。 
これにより、利用者は電車降車後のバスへの乗換えが円滑に行えるようになり、路面電車、バ

スの利便性が向上される。軌道事業者は乗り継ぎの円滑化により、電車利用者の増加が期待され

る。 
 
事例-1 広島電鉄 広電阿品駅電停 

 
出典：広島電鉄資料

 

事例-2 広島電鉄 廿日市市役所前駅     事例-3 富山ライトレール 岩瀬浜電停 
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施策検討事例 接続バスの出発調整による乗り継ぎ円滑化実験 

 

（１）課題の抽出 

路面電車とバスとの乗り継ぎを円滑化するため、停留所の一体化などの施設整備は進めら

れているが、電車とバスとの接続が悪く、電車到着直前にバスが発車するなど、乗り継ぎ待

ち時間が増加する場合が生じ、乗り継ぎ旅客の利便性向上が課題となっている。 
 

廿日市市役所前（下りホーム）における乗り継ぎ利用の実態 

廿日市市役所前電停では、バスとの接続が不十分な場合があり、電車到着とバス発車時間

にズレがあることから、15 分以上待っている乗り継ぎ利用客が存在する（平均待ち時間は
約 7分）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 電車・バスの接続状況 ＊バスは宮園方面のみ表示 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

乗り継ぎ時間の分布 
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（２）施策の検討・選定 

公共交通機関が結節するターミナル駅等では、既に乗り継ぎ利便性を考慮した施設整備が

完成しているが、交通モードや交通事業者が異なる場合、乗り継ぎダイヤや運賃などの面で、

乗り継ぎの円滑化が阻害されている。ここでは、電車の到着情報をバス側に伝達し、運行調

整を行なう施策について検討する。 
 

① 検討の条件 

・電停とバス停留所との物理的な結節性が高い 

・バスがフィーダー交通として利用されている（乗り継ぎ利用されている） 

・バスとダイヤ接続していても電車の運行が乱れ、バスとの乗り継ぎが困難な場合が生じて

いる 

・結節するバス停が始発停留所であること 

・バスの運行経路上に他の公共交通機関との接続がないこと 

② 導入箇所の選定 

広島電鉄においては、路面電車とバスとの待ちスペースが一体として整備されており、バ

スが多数結節している「廿日市市役所前（平良）電停」を実施箇所として選定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

廿日市市役所前電停に接続する路線バス 

 

 
ピーク時 

運行間隔（分） 

宮園・四季が丘団地線 １０～１５ 

佐伯(津田・玖島・吉和)線 ２０～３０ 

原線（原・川末方面） ６０～８０ 

さくらバス西循環 ９０ 

さくらバス東循環 佐方ルート ９０ 

さくらバス東循環 宮内ルート ９０ 
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（３）システム設計 

広電廿日市電停では、既存の電車接近表示装置があり、1 つ手前の駅を出発した情報が電
停で表示されるシステムとなっていた。そこで、この電車の接近情報を、バス側に伝達する

方法を検討した。バス運転手は、電車が接近している場合（ランプが点灯している場合）に

は、電車到着までバスの発車時刻を調整し、電車との接続を行う。 
システム構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

バス側に電車接近表示用 
のランプを新設 

伝送端末 

装置 

行先表示

装置 

電車到着情報 

乗り継ぎ 前方電停 

トロコンまたは在線

モデム 

電車

バス 

バス停側に新設する

電車接近表示器が点

灯
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（４）効果検証 

① 検証方法 

電車の接近情報をもとにバスの運行調整を行うことによる、乗り継ぎ利用者の変化、利用

者数の満足度を検証する。 

② 検証結果 

・乗り継ぎ待ち時間の変化 

調査時間のうち 6 本のバスが電車到着を待って運行調整し、電車とバスとの接続が改善
され、平均待ち時間が約 1分 40秒短縮した。 

電車とバスとの乗り継ぎ待ち時間の変化 

 
実験前 実験中 

2/6（水） 2/27（水） 

運行調整したバス本数 － 6 本 

運行調整されなかったバス本数 6 本 3 本 

待ち時間 

＊四季が丘方面

行きのバスと

の待ち時間 

平均値  9 分 25 秒  7 分 46 秒 

最大値 21 分 13 秒 23 分 53 秒 

最小値  0 分 36 秒  0 分 50 秒 

路面電車の運行本数 27 29 

バスの運行本数 22 22 

天候 晴れ一時雪 晴れ 

＊乗り継ぎ実態調査結果：実験前・実験中の各 1日（17～20時）において実施。 

 

・乗り継ぎ利用者数の変化 

乗り継ぎ利用が約 1割増加し、電車・バス双方の利用促進が図られた。 

 
電車とバスとの乗り継ぎ利用者数の変化（調査時間：17～20 時） 

 
実験前 実験中 

2/6（水） 2/27（水） 

乗り継ぎ客数 108 人 130 人 

路面電車 

運行本数 27 本 29 本 

降車客数 313 人 336 人 

便当り降車客数 11.6 人/便 11.2 人/便 

便当り乗り継ぎ

客数 
 4.0 人/便  4.3 人/便 

バス 
運行本数 22 本 22 本 

乗車客数 116 人 124 人 

天候 晴れ一時雪 晴れ 

＊乗り継ぎ実態調査結果：実験前・実験中の各 1日（17～20時）において実施。 
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・利用者の意識・行動の変化 

乗り継ぎに対する不安の解消、乗り継ぎがスムーズになったという効果が挙げられてお

り、また、乗り継ぎが便利になったことから路面電車の利用促進も図られている。 

バス利用者の意識・行動の変化（N=39） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

実験方法に関する意見・意向（N=39） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（５）課題と改善点 

本実験では、簡易な方法により電車とバスとの運行調整を行ったが、これまですれ違いが

あった電車とバスとの接続が改善され、乗り継ぎ時の待ち時間が短縮された。 

しかし、電車・バスはダイヤ通り運行できない場合が多く、電車の遅れ情報をバスに伝送、

バスの発車情報を電車車内でも提供するなど情報の共有化を図り、運行情報に合わせて乗り

継ぎを円滑化することが課題である。 

 

30.8%

48.7%

35.9%

2.6%

2.6%

20.5%

12.8%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

乗継に対する不安が解消された

乗継がスムーズになった

乗継が便利になり、路面電車を利用するようになった

発車時刻になってもバスが発車しないのでイライラした

ＪＲ等、他の鉄道駅での接続が悪くなった

あまり効果や問題はない

その他

無回答

48.7%

23.1%

25.6%

0.0%

5.1%

5.1%

0% 20% 40% 60% 80%

この方法でよい

電車乗車駅などで乗り継ぎ情報を提供

電車内でバスへの乗り継ぎ情報を提供

携帯電話で乗り継ぎ方法を提供

乗り継ぎに関する情報は必要ない

無回答
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B．乗り継ぎの円滑化 

B‐1 乗り継ぎ施設の整備 

３．パーク＆ライド 

パーク＆ライドは、郊外部側の駅までマイカーを利用し、中心市街地側は公共交通を利用する

ことで、道路渋滞にまきこまれないため、所要時間の短縮や CO2の排出削減につながる。また、

目的地側での駐車料金が不要となり、移動コストの軽減につながる。 
多くの都市で、パーク＆ライドは実施されており、公共交通機関の定期券購入者には駐車場料

金を無料にするなど、公共交通の利用促進につなげる施策が実施されている。 
 

P&R 導入状況（2013 年現在）      事例-2 福井鉄道 パーク＆ライド 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：2010 年 国土交通省 調査、各社 HP より作成 

 
事例-1 土佐電気鉄道 パーク＆ライド 
 

出典：土佐電気鉄道 

出典：福井鉄道 

P&R 備考
札幌市交通局
函館市企業局 ○
東京都交通局
東京急行電鉄㈱

豊橋鉄道㈱ ○
定期購入者は１ヶ月、
10、000円で利用可能

富山地方鉄道㈱
富山ﾗｲﾄﾚｰﾙ㈱ ○
万葉線㈱ ○ 定期購入者は無料で利用可能

福井鉄道㈱ ○
電車利用者は無料で利用可能
※一部有料（１日３００円）

京阪電気鉄道㈱ ○ １日500円で利用可能

京福電気鉄道㈱ ○
電車利用者は200円引きで
P&R専用駐車場を利用可能

阪堺電気軌道㈱
岡山電気軌道㈱
広島電鉄㈱
伊予鉄道㈱

土佐電気鉄道㈱ ○
定期購入者は、P&R専用駐車場を
有料で利用可能（391台）

長崎電気軌道㈱ ○
熊本市交通局
鹿児島市交通局
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施策検討事例 IC カードによる駐車場料金支払い円滑化実験 

 

（１）課題の抽出 

パーク＆ライドに対する潜在的なニーズは大きいものの、駐車料金の負担や支払いに関す

る煩わしさがあり、駐車場が整備されていても利用が十分されていなかった。平成 18 年   
4月に全国初の本格的 LRTとして開業し、利用者数は整備前と比較して 2倍以上となってい
る。しかしながら、その多くは徒歩や自転車といった比較的近距離からの利用者となってお

り、引き続き利用者を安定的に確保し、さらに増加させていくには利用圏域の拡大が必要と

なっている。 
 

（２）施策の検討・選定 

電車の利用履歴をもとに駐車料金の割引を行うことで利用促進を図るため、路面電車の運

賃ならびに駐車場料金を同一の ICカードで支払う方法を採用する。 
① 導入箇所の選定 

IC カードが導入されている路線で、パーク＆ライド駐車場が整備されている箇所から選
定する。 

 

 

 

 

実験箇所（駐車場の整備地） 
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（３）システム設計 

① システム構成 

出庫の精算時に ICカードを駐車料金精算機にかざし、電車の乗車履歴を判定のうえ、パー
ク＆ライド利用者は駐車料金を無料とする。なお、乗車履歴については、ICカードに内在す
る情報を読み取り、パーク＆ライド利用者であることを判定する。 
・乗車日時 
・乗車駅、降車駅履歴 
・運賃支払い履歴 
 

精算処理フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決済R/Wpassca 制御部 伝送器

駐車料金精算機

～カード内乗車履歴判定～
・日付判定
　当日乗車であること。
・金額判定
　PORTRAM乗車金額より同乗者
　を推測し、割引額（割戻し額）を
　計算する。

passca読取
～蓄積情報確認～
・カード判定
　当該履歴による割引提供有無
　を確認（２度割引しないため）。

利用確認

支払い操作促す支
払
い
発
生
時

利用結果

音声＋表示

音声＋表示

iDm
１件明細
（日時等）

PORTRAM利用で駐車料金
無料にする場合はなし。

iDm
１件明細
（日時等）

現金決済

ゲートOPEN
出庫処理へ

入庫iDmチェック結果
１件明細からの乗車判定結果
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② 機器の配置 

駐車場の出入口に、パスカ（ICカード）を読み取る機器を設置する。なお、駐車券発行器
はなく、精算器を設置した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○入庫側（カード読取器） 
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（４）効果検証 

① 検証方法 

ICカードを活用し、駐車場利用及び公共交通利用の料金支払いに関しては、利用者数の変
化、利用者へのアンケート調査をもとに検証を行う。 

② 検証結果 

・利用台数および利用者数 

駐車場の収容台数20台に対して、平日はほぼ満車、休日は50％程度の利用がみられる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

駐車場利用状況（３０分以内の利用除く） 

・利用目的 
平日は、主に富山駅及び駅周辺を目的地とした通勤利用で、一人で利用するケースが多

く、休日は、買物・レジャー目的で家族等と二人以上で利用するケースが多い。 

 
 
 
 
 

蓮町駐車場Ｐ＆Ｒ利用実態(平日･土日別)

10.2
11.0 11.0

13.5

15.0

16.6

18.2
19.0

20.2

18.3

20.0

21.4
20.6

18.2
19.2 19.4

17.8

19.0
19.4

21.2

19.0

21.321.0
20.4

16.4

19.8 20.0

10.0

7.0

5.5

7.0

8.5

10.5
11.0

6.5 6.5

14.0

8.6

10.0

8.0

9.5

11.0

17.0

9.5
10.0

13.5

10.5
9.7 9.5

13.0

8.5
9.5
10.0

10.5

5.5

8.5

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

2月
3週

3月
1週

3月
3週

4月
1週

4月
3週

5月
1週

5月
3週

5月
5週

6月
2週

6月
4週

7月
2週

7月
4週

8月
2週

8月
4週

台/日 平日 休日

利用目的 

90%

25% 55% 10%

10%

5%5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平日
(N=10)

休日
(N=20)

通勤 通学 通院 業務

買物･ﾚｼﾞｬｰ ﾎﾟｰﾄﾗﾑ乗車 その他

90%

75%

10%

15% 10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平日
(N=10)

休日
(N=20)

富山駅及び駅周辺 総曲輪周辺

ポートラム沿線 その他

目的地 
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・交通行動の変化 
従前の利用交通手段のうち 28％が自動車利用であり、パーク＆ライドにより公共交通

の利用促進及び都心側の自動車利用抑制に効果がみられる。また、これによって、公共交

通の利用回数が増加するなど、利用者意識の変化がみられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・取り組みに対する評価について 
IC カードを用いた駐車場の入出庫については、利用者から高く評価されており、入出
庫の簡素化と駐車料金の割引との組み合わせにより、パーク＆ライドの利用がしやすくな

ったと考えられる。富山ライトレールと駐車場を相互に利用する際の料金支払い方法、複

数人決済の面では高い評価が得られず、ポイントチャージ方法への不満も見られる。 
 
 
 
 
 

従前の利用交通手段 利用者の意識変化 

70%

30%

40%

30%

20%

25%

45%

55%

30%

10%

0% 20% 40% 60% 80%

利用回数が増える

休日に利用するようになる

家族等の外出にあわせ、
利用する機会が増える

目的地までの移動手段を
自動車から公共交通に変える

駅までの移動手段を変える

平日
(N=10)

休日
(N=20)

自動車
(運転)
28%

路線
バス
11%

ライト
レール
61%

各内容に対する評価（５段階＋不明） 

(N=30)

40%

17%

43%

43%

3%

37%

23%

24%

10%

3%

7%

28%

3%

7%

7%10%

10%

31%

53%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

入出庫の
しやすさ

料金支払いの
しやすさ

複数人利用での
決済のしやすさ

ﾎﾟｲﾝﾄﾁｬｰｼﾞ
のしやすさ

良い やや良い 普通 やや悪い 悪い 不明

本格導入に向けた改善有無 

10%

60%

40%

10%

20%

40%

5%

85%

20%

25%

10%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

この方法でよい

駐車場の
箇所を増やす

駐車台数を増やす

運賃の決済方法
を簡単にする

ポイントの還元額
を増やす

その他

平日
(N=10)

休日
(N=20)
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（５）課題と改善点 

① 既存 IC カードシステムとの調整 

本システムを本格導入するにあたっては、既存 ICカードシステムの改良が必要で、開発コ
ストに影響するため、IC カードの導入を検討する地域・事業者においては、IC カードの設
計段階において、システム変更に対応できるような仕様としておくことが重要である。 

 
② 駐車場の確保 

パーク＆ライド駐車場の整備にあたっては、鉄道駅等の周辺では空き用地がないことが多

く、既存駐車場の活用や民間等の施設用地と連携して、駐車場用地を確保することが重要で

ある。 

 
③ システムの改良 

このため、実際には路面電車の降車側のみの料金決済履歴からポイント発行額を算出した

ため、往路と復路で利用人数が異なる場合などに対応することが出来ず、本格導入にあたっ

ては、そのポイント発行額の妥当性を評価するとともに、利用人数に応じた確実なポイント

発行を行うシステムの構築が必要である。 
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B．乗り継ぎの円滑化 

B‐1 乗り継ぎ施設の整備 

４．路面電車の鉄道への乗り入れ化 

鉄道と路面電車との乗り継ぎ円滑化として、路面電車と鉄道との線路をつなげ、路面電車が直

接、鉄道路線への乗り入れることによって、乗り継ぎ自体を解消する方法がある。 
高規格の路面電車車両を鉄道路線に直通で乗り入れることによって、乗換えのない直通運行を

行うシステムで、1992年ドイツ カールスルーエで始まったことから、「カールスルーエモデル」
といわれている。ドイツでは、カールスルーエの他、ハイルブロン、カッセル、ザールブリュッ

ケン、ケムニッツ、ノルトハウゼンなどで実施されている。 
日本では、広島電鉄、富山ライトレールで実施され、路面電車車両がそのまま、鉄道路線に乗

り入れる形態で運用されている。 
利用者にとっては、鉄道と路面電車との乗換えが解消されることで、乗り継ぎの煩わしさや乗

り継ぎ時間が短縮され、利便性が飛躍的に向上する。また、鉄道への乗り入れにより車両数や乗

務員数の削減により、経費の節減につながることや、沿線地域にとっても鉄道への乗り入れによ

り、都心部までの直通サービスが郊外部へ波及し、沿線の利便性向上による市街地整備効果が期

待できる。 
 
事例-1 ドイツ カールスルーエ 

 
 
 
 
 
 
 
 
事例-2 広島電鉄                 事例-3 富山ライトレール 
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B．乗り継ぎの円滑化 

B‐2 乗り継ぎ情報の提供 

１．車内での乗り継ぎ情報の提供 

路面電車の車内で、鉄道やバスなどの乗り継ぎ先の出発時刻等の情報を提供することにより、

待ち時間の利用者に対する心理的抵抗が軽減され、利用者の増加が期待される。 

スイス，チューリッヒ市内のトラム車内には、トラムやバス等との公共交通の乗り換えができ

る電停ごとに乗り継ぎ情報が表示され、乗り継ぎできるトラムやバスの路線番号や時刻、遅れ等

の運行状況が確認できる。 

 
事例-1 スイス チューリッヒ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事例-2 幕張連節バス 
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施策検討事例 電車車内における乗り継ぎ案内情報提供実験 

 

（１）課題の抽出 

鉄道駅等では、バスなどの乗り継ぎ時刻が案内されている場合があるが、電車車内では、

乗り継ぎに関する情報がなく、到着時の乗り継ぎに対する時間的、心理的な余裕がなく、乗

り継ぎに対する抵抗が存在していた。 
 

（２）施策の検討・選定 

電車車内で、列車の到着予想時刻と主要な乗り継ぎ駅での鉄道、バスの出発時刻を表示し、

利用者の乗り継ぎ抵抗を軽減するものとした。 
① 導入箇所の検討 

広島電鉄江波線の利用者は、JR 広島駅やバスセンターなどの交通結節点で乗り継ぎ利用
も多いことから、上り列車（江波⇒広島駅）の車内で、新幹線や高速バスの出発時刻を表示

することとした。 

導入路線 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

バスセンター 
新幹線・在来線 
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（３）システム設計 

① 到着予想時間の算出 

電車位置の把握にあたっては、既存の運行管理システムと連動させることが考えられるが、

対象とする車両が少ないことに加え、運行管理システムのソフト改修が生じることから、対

象車両に GPS車載装置を搭載することで対応することとした。 

到着予想時間の算出にあたっては、GPS により電車の位置情報を把握し、現在時刻に各
地点間の所要時間を加算することにより、車内の案内表示器に乗り継ぎ電停までの到着予想

時刻を表示する。 

システムの考え方 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

② 乗り継ぎ案内の表示 

乗り継ぎ駅の到着予想時刻をもとに、乗り継ぎ時間（移動時間）を加味し、乗り継ぎ可能

な電車やバスの出発時刻（行き先・種別などを予め入力）を表示する。 

 
③ モニター画面の設計 

乗り継ぎ情報提供については、路面電車の車内に液晶モニターを設置したうえ、利用客へ

到着予想時刻等の情報を表示することとした。液晶モニターは、運転席後部の料金収受器上

部空間に設置した。 

          モニター画面の表示例 
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④ システム構成 

車内における到着時刻予想及び乗り継ぎ情報提供のシステム構成を以下に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）効果検証 

① 検証方法 

電車車内における情報提供に関し、利用者に対するアンケート調査により不満や不安など

の心理面から検証を行う。 

② 検証結果 

・情報提供方法に対する評価 

到着予想時刻・他機関の出発時刻等の表示自体への評価は高く、乗り継ぎがしやすくなっ

たと評価されている。一方、画面の見やすさについては、設置位置による視認性の問題、画

面切替の早さ等への改善要望が多く挙げられた。 

情報提供の各内容に対する評価について（５段階＋不明で評価） 

 
 
 
 
 
 
 

 

(N=159)

65%

50%

47%

8%

11%

13%

12%

12%

8%

13%

24%

22%

20%

0%

1%

15%

7%

1%

1%

0%

15%

4%

1%

5%

11%

3%

6%

18%

78%

30%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

到着予想時刻の表示

JR線やﾘﾑｼﾞﾝﾊﾞｽの
出発時刻・行き先の表示

画面の見やすさ

到着予想時刻等の情報更新

実際の乗り継ぎのしやすさ

良い やや良い 普通 やや悪い 悪い 不明

 

電車車内にモニタ設置

電源 制御部 

GPSアンテナ 
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・利用者の意識や行動の変化 

乗り継ぎ情報提供により、乗り継ぎに対する不安、必要以上に急がなくてもよいなど、公

共交通機関相互の乗り継ぎ抵抗の軽減が図られた。また、到着予想時刻の表示により、乗車

中のイライラ解消が図られた。 

 
意識・行動の変化について（ 複数回答 ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（５）課題と改善点 

路面電車やバスはダイヤ通り運行できない場合が多く、電車の遅れ情報をバスに伝送、バ

スの発車情報を電車車内でも提供するなど情報の共有化を図り、運行情報に合わせて乗り継

ぎを円滑化することが課題である。情報の共有化にあたっては、異なる事業者・交通機関ご

とに情報データが構築されているため、リアルタイムな運行情報を事業者間で相互利用する

ためには、データベースの共通フォーマット化を進めていくことが重要となる。 

43%

39%

28%

33%

6%

34%

10%

6%

35%

30%

25%

28%

9%

33%

17%

13%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

乗り継ぎに対する
不安が解消された

必要以上に急ぐ
必要がなくなった

乗り継ぎがスムーズ
になった

乗り継ぎ時間を計画的
に使えるようになった

電車が速くなった
ように感じた

イライラの解消
に役立った

あまり効果は無い

無回答

非制御期間
(N=80)

制御期間
(N=79)
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B．乗り継ぎの円滑化 

B‐3 運賃の割引 

１．乗り継ぎ運賃の割引  

路面電車同士の乗り継ぎに際しては、乗り継ぎ乗車券等を発行するといった対応を各事業者で

行っているが、異なる交通モード間の乗り継ぎにおいては、同一事業者の場合、地下鉄、路面電

車、バスとの乗り継ぎで割引が行なわれており、利用者の運賃負担の軽減や公共交通利用者の増

加等の効果が期待できる。 
 
事例 路面電車とバスの乗り継ぎ運賃の割引（函館市企業局） 

函館市企業局交通部では、路面電車から路線バス、路線バスから路面電車に乗り換える際、乗

り継ぎ乗車券を発行することで、乗り継いだ交通機関を安く使用することができる。乗り継ぎ乗

車券を発行する方法は、降車の際に運転士に乗り継ぎの旨を伝えると、そのとき乗っていた交通

機関の運賃金額と乗り換え乗車券 40円の支払うことで発行できる。なおこの乗り継ぎ乗車券は発
行してから 2時間のみ有効である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：函館市企業局交通部 HP
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C．利便性の向上 

C‐1 情報提供 

１．電停での電車接近情報 

従来の路面電車の電車接近情報は、前の電停から電車が出発すると、電停に設置された接近表

示が点灯するタイプがほとんどであり、電車の行き先やいつ電車が来るかがわからず、利用者の

要求に応えられていなかった。このため、電車の行き先、車種、到着予想時刻などを表示する方

式が開発され、利便性の向上につながっている。 

 

事例-1 広島電鉄 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

広島電鉄 電停内に設けられた電車接近掲示板 

 

事例-2 岡山電気軌道            事例-3 富山ライトレール 
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施策検討事例 電停での電車属性情報(行き先、車種、到着予想時刻)の提供実験 

 

（１）課題の抽出 

電車の接近案内情報は、電車が一つ手前の電

停をでると、「電車がきます」という表示を行う

のが一般的であった。しかし、「電車がきます」

と表示されるだけで、いつ、どこに行く電車が

来るのかがわからず、利用者のニーズに十分応

えていなかった。 
 
（２）施策の検討・選定 

電車の属性情報として、電車の行き先に加え、車両のタイプ（連節車、低床車など）及び

到着予想時刻を表示する方法について検討した。広島電鉄では、トロコンを用いて電車の位

置を検知し、運行監視を行っていたが、電車属性を把握し、電停に伝送するシステムを開発

することとした。 

（３）システム設計 

① 電車検知装置 

広島電鉄では、トロコンの配置密度が高く、また、起終点となる電停には車両情報を読み

込む IDプレートが整備されていたことから、これら既存設備を活用するとともに、必要と
なる場所に ID プレートを新設することによって、ID プレートで読み取った電車属性とト
ロコンで把握する電車位置の情報をマッチングし、追跡管理する。 

 
 
 
 
 
 
 
② 電車位置情報と電車属性とのマッチング 

車種情報を伝送装置経由で IDタグ装置から入力して電車位置情報に車種情報を追加し、
トロコン情報によって電車位置情報とともに追跡を行う。 

 
 
 
 
 
 
 

属性を記憶する ID プレート 電車通過を検知するトロコン 

電車接近表示器（従前） 

 ＩＤタグ装置 

伝送端末装置 

中央処理装置 

電車番号情報 

車両番号 
車種 
行き先 

時刻１ 

電車位置 

時刻２ 

電車位置

時刻３ 

電車位置

追跡 

追跡 

トロコンで検出 
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③ 到着時刻の予想 

到着予想時間の算出にあたっては、これまでに事業者に蓄積された経験から、各電停間の

標準所要時間を設定し、トロコンで検知した位置からの到着予想時間の表示を行うものとし

た。 

 
 
 
 
 
 
④ 伝送装置 

電車の行き先や車種（車両番号による）については、各電停に設置する伝送端末装置から

中央装置に取り込み、トロコンによって電車位置と共に属性を追跡管理する。情報伝送装置

は、F-netネットワーク（メタリック回線）を整備することにより、既存の伝送端末装置に
接続した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中央処理装置 

標準時間 

前列車の所要時間 
Ａ駅 Ｂ駅 Ａ→Ｂまでの所要時間

到着予測時間 
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⑤ 案内表示器 

案内表示器は、表示スペースに限りがあるなか、すべての行き先が表示できること、次発

電車の情報が表示できることなどの理由から、行き先ごとに、それぞれ先発電車と次発電車

の到着予測時間・車種別の情報を提供することとした。なお、沿線施設への外国人利用者が

存在することから、日本文と英文の切り替え表示とした。 
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（４）効果検証 

① 検証方法 

・乗降調査 

情報提供を行なう前後において、電停の利用者数が変化したかどうかを把握するために、

導入前後それぞれ 2日間のカウント調査を実施した。 

・利用者意識調査 

利用者や沿線企業の従業員を対象に、路面電車利用者等の路面電車に対する意識や行動

が変化したかどうかを把握するためにアンケート調査を実施した。 

② 検証結果 

接近する電車の到着までの予想時間等の情報提供は、電車待ちに対するイライラや不安の

解消等、利用者の満足度向上に非常に有効であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報提供の方法に関しては、アンケート回答者の約 7割がこの方法でよいという評価とな
った。一方で、電車車内や施設内での情報提供や電車の遅れや事故に対する情報の提供など

が改善要望として挙がっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報提供は
必要ない
1%

改善が
必要
30% この方法

でよい
65%

（どこで情報提供があるとよいか？） （不足している情報は？） 
15.1%

3.4%

27.7%

26.1%

42.0%

0% 20% 40% 60% 80%

携帯電話

パソコン

電車内

施設内

無回答

31.9%

63.9%

24.4%

16.8%

13.4%

0% 20% 40% 60% 80%

事故情報

遅れ情報

終電案内

乗継案内

無回答

情報提供に
気付かなかった

1%

意識や行動に
変化はない
22%

意識や行動が
変わった
73%

情報提供を
参考にしてない

1%

利用者の意識・行動の変化（N=375） 意識・行動変化の内容（N=286） 

65.7%

58.0%

6.3%

4.5%

24.5%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80%

電車待ちのイライラが解消した

電車待ちの不安が解消した

混雑する電車が減り楽になった

所要時間が短くなった

乗車電車を選択し行動を変えた

無回答
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回答者の約 1割が利用回数が増加しており、特に高齢者や買物利用者への利用促進効果が
見られた。（利用者アンケート調査の結果） 

 
 
 
 
 
 

＊N＝377 

 
回答者属性による「路面電車の利用が増加」した比率（％） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊無回答除く、高頻度利用：週 3～4日以上の利用者、低利用：週 1～2日以下の利用者 

（５）課題と改善点 

電車の行き先や到着予想時間等の情報提供における課題と改善点として以下が挙げられ

る。 

① 到着予想時間の表示 

到着予想時間の表示にあたっては、電停間の標準所要時間をもとにカウントダウン方式を

検討したが、信号待ちなどによる到着時間の変動が大きく、「まもなく」との表示にせざる

を得なかった。今後、到着予想時間の精度を向上させていくことが課題である。 

② 提供する情報 

利用者からのニーズとして、電車の遅れや事故情報への要望が多く挙がったことから、フ

リーメッセージ欄を確保しておくなど、案内表示器のレイアウト設計については十分な検討

を行うことが必要である。 

特に便利に
なったと思わ
ないので変わ
らない
12%

便利になり
利用が増加

9%

便利になった
が利用に変化

ない
79%

総回答数

男性 122 9.0%

女性 251 8.8%

30歳未満 68 7.4%

60歳未満 195 6.7%

60歳以上 107 14.0%

高頻度利用 234 9.8%

低利用 141 7.8%

通勤利用 163 6.1%

買物利用 86 15.1%

その他利用 125 8.8%

紙屋町東 79 2.5%

紙屋町西 93 12.9%

原爆ドーム前 54 9.3%

土橋 151 9.9%

9.0%

路面電車の利用が増加した比率回答者の属性

総計 377

目的

頻度

年齢

性別

電停

9.0%

8.8%

7.4%

6.7%

14.0%

9.8%

7.8%

6.1%

15.1%

8.8%

2.5%

12.9%

9.3%

9.9%

9.0%

0% 10% 20%
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施策検討事例 電車の混雑情報提供実験 

 

（１）課題の抽出 

路面電車の運行頻度が高く、信号交差点が連続する都心部の区間等では、ダンゴ運行が常

態化しており、適切な運行間隔を保つなど運行の効率化が課題となっていた。特に朝ピーク

時は、運行間隔のバランスがくずれ、遅れてきた電車に旅客が集中し、混雑が悪化し、さら

に遅れが拡大するという悪循環に陥っていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

電車別の混雑状況（八丁堀電停 夕ピーク時） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

団子運転の発生状況（広島駅⇒紙屋町東 夕ピーク時） 
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）
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（２）施策の検討・選定 

電車の混雑情報を利用者に提供することによって、混雑する電車を回避し、次の電車に乗

車させることで、運行の遅延が少なくなるだけでなく、電車選択の可能性が広がり､利用者

にとって質の高いサービスが提供されることとなる。 

電車混雑情報は、広島駅から紙屋町方向の下り電車を対象に、手前 2箇所で混雑を計測し、
八丁堀電停で混雑情報を提供するものとした。なお、場所の選定は以下の条件から行った。 

・ダンゴ運行が生じやすい路線 

・一定程度の乗車客があり、混雑情報が有効に機能する箇所 

・車内混雑が生じており、混雑した電車と比較的空いた電車が混在している 

・運行頻度が高く、混雑電車を回避し、次発電車の利用が容易な路線 

・電停の有効幅員が十分にあり、上屋・ベンチが設置されているなど、利用者の待ち

環境が整っている箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

混雑計測の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（銀山町電停での設置位置） （猿猴橋町電停での設置位置） 
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（３）システム設計 

① ひずみゲージによる混雑計測の採用 

広島電鉄では、IC カードが未導入（実証実験実施段階）であり、また、保有車両数が約
150両と多いことから、工期やコスト面を考慮し、実証実験では地上側で混雑を計測する方
法を選択した。なお、他の手法との比較を以下に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 

電車混雑の計測方法 

方式 計測の精度 応用性 コスト 

車
両
側
で
計
測 

IC カード 

IC カードの利用を前提とすれば高い

精度で乗客数の計測が可能。（現金な

どの IC カード以外の利用者の計測

が課題） 

混雑度の計測だけで

なく、区間別乗車人

数、利用者 OD 調査な

どの各種計測が可能 

IC カードシステムの導

入が前提であるが、シ

ステムの改良で対応が

でき追加投資コストは

少ない 

乗降扉の 

センサー 

同一の乗降扉での乗車と降車が発生

した場合や一つの扉で同時に複数の

乗降が発生した場合など精度が低い

混雑度の計測だけで

なく、区間別の乗車人

数の計測が可能 

乗降扉のすべてにセン

サーを設置する必要が

あり、車両数が多い場

合は高コスト 

カメラによ 

る画像処理 

カメラの画像処理における重なりの

判定が困難で精度は低い 

乗車人数や混雑度の

高い精度での計測は

困難であるが、監視機

能はある 

画像処理技術など、高

コスト 

車両台車の 

空気バネ圧 

台車部分の重量は計測できるが、車

両全体の計測精度は低い 

車両タイプが異なる場合の形式判定

が必要 

重量以外のデータに

は使用は困難 

高精度のセンサーが必

要で高コスト 

地
上
側
で
計
測 

線路上にひ 

ずみゲージ 

を設置 

台車部分の重量は比較的高い精度で

計測できる。 

車両タイプが異なる場合の形式判定

が必要 

重量以外のデータに

は使用は困難 

簡易な設備であり、コ

ストは低い 

軌道ロード 

セル 

台車部分の重量は計測できるが、車

両全体の計測精度は低い 

車両タイプが異なる場合の形式判定

が必要。磁気空間を創出し、磁気反

応から人数を算出 

重量以外のデータに

は使用は困難 

計測システムは高コス

ト 
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【ＩＣカードの乗降記録による計測】 

概要 
車両に設置された IC カードの読み取り装置の履歴管理機能を用いて、乗客

数、乗車区間を把握 

システム構成 

 

導入上の課題 

・IC カードの所持が前提。 

・現金等の利用に対する対策が必要（整理券のバーコード化、磁気化） 

・読み取り機における乗車時、降車時の２回タッチが条件 

設備コスト 
・改造費 数 10～100 万円／両（ICカード導入済みの場合） 

・ソフト開発費 

 

【乗降扉のセンサーで計測】 

概要 
車両の乗降扉に取り付けたビームセンサーにより乗降客数を計測し、車載端

末装置で管理 

システム構成 

 

導入上の課題 
・扉で２人以上の乗降が同時に発生ある場合の計数精度の検証 

・車載端末装置の取り付け 

設備コスト 
・設置費 20～30 万円／両 

・ソフト開発費 
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空気ばね センサ A/D変換器

CPU 伝送装置

 
 
 
【出入口や車内をカメラで撮影し、画像処理して計測】 

概要 
車両の出入口または車内にカメラを設置し、乗降者数の計測、乗車人数を計

測 

システム構成 

 

導入上の課題 ・人影の重なりの判別精度が課題 

設備コスト ・設置費 200～300 万円／両 

 

【車両の台車バネで重量を測定】 

概要 車両台車に空気バネが用いられている場合、空気バネ圧から重量を測定 

システム構成 

 

導入上の課題 

・乗客が車内で偏って乗車している場合などの計測誤差が大きい 

・走行中の正確な測定は困難 

・ＬＲＴは空気バネを採用していない場合が多い 

設備コスト ・設置費 150 万円／両 

車載カメラ デコーダ

乗降口開閉状態

CPU 伝送装置
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【線路上にひずみゲージを設置し計測】 

概要 
レールにひずみゲージを取り付け、車両の通過時に発生するレールのせん断

ひずみを測定することにより重量を測定 

システム構成 

 

導入上の課題 

・併用軌道におけるゲージの設置 

・異なる車両タイプが走行する場合の形式判定 

・高速走行や曲線部での計測の困難性 

設備コスト ・設置費用 500 万円／箇所 

 

【軌道ロードセルで計測】 

概要 
軌道にロードセルを設置し、通過する車両の重量を計測し、乗客単位に重量

で割戻し、乗車人員を測定 

システム構成 

 

導入上の課題 
・異なる車両が走行する場合の形式判定 

・高速走行や曲線部での計測の困難性 

設備コスト ・設置コスト 3,500 万円／箇所 

ロードセル 信号制御器

CPU 伝送装置
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② 混雑ランクの設定 

混雑ランクは、事前調査を行い、乗車人数によって以下の４つのランクを設定した。 

 
混雑ランクの設定 

混雑の様子 

定員 実際の乗車人数 乗車

率 

（％）

車内の状況 

混雑 

ランク

の設定座席 定員
着席

数 

立客

数 
合計

68 140 30 0 30 21.4 

・着席が可能な

状態 

・立っている人

は居ない状態 

空 

 

66 140 65 7 72 51.4 

・席が全て埋ま

っている状態 

・立っている人

がまばらにい

る状態 

やや混

 

66 152 66 61 127 83.6 

・定員前後の状

態 

・何とか、立ち

ながら新聞が

読める状態 

混 

 

68 152 66 150 216 142.1

・超満員な状態 

・電車に乗れる

かどうかの状

態 

満 
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③ 情報伝送方法 

電車混雑の検出にあたっては、ひずみゲージから取得する重量データとともに、トロコ

ン・ID プレートから取得する電車の通過時間、車両番号をマッチングする必要があること
から、八丁堀電停に統括 PCを設置することとした。また、計測した混雑情報を八丁堀電停
に設置する統括 PCへと伝送する方法として、インターネット回線を用いることとした。 

 
 

（混雑計測の手順） 
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④ 情報案内板の設計 

系統ごとに、それぞれ先発電車と次発電車の混雑状況、到着予測時間・車両種別の情報を

提供した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【参考】路面電車混空情報提供の社会実験 

・南国市方面から高知市方面へ向かう路面

電車は、「後免」発と「文珠通」発の便が

あるため、「県立美術館通」の手前の「新

木」及び 「文珠通」電停で混雑状況を把

握し、「県立美術館通」で電光掲示板を用

いて、７段階のランプで混雑状況を表示

する取り組み。 

・電車の混雑状況は、高知工科大学の学生

が、手前の電停で電車の混み具合を目測

し、同電停に設置した電光掲示板に無線

で情報を送る手法。 

 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：高知県ホームページ） 

混雑状況を電光版で表示 

県立美術館通電停 

（写真出典：日本大学ホームページ） 



 資-54

 
 

 

（４）効果検証 

① 検証方法 

混雑情報の提供に対する検証では、電車の混雑状況、所要時間の変化、利用者の満足度等

を検証した。 

② 検証結果 

・混雑状況の変化 

混雑情報の提供により、混雑の均質化が図られ、特定電車への旅客集中が緩和された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ひずみゲージでの混雑計測の結果 

電車の混雑状況（八丁堀電停通過後） 

空 やや混 混 満

2日 土 雨 66 40.9% 59.1% 0.0% 0.0%

3日 日 晴 66 3.0% 84.8% 12.1% 0.0%

4日 月 晴 77 0.0% 81.8% 18.2% 0.0%

5日 火 曇 66 0.0% 87.9% 12.1% 0.0%

6日 水 晴 76 5.3% 89.5% 5.3% 0.0%

7日 木 晴 76 9.2% 86.8% 3.9% 0.0%

8日 金 晴 78 3.8% 91.0% 5.1% 0.0%

9日 土 晴 78 3.8% 91.0% 5.1% 0.0%

12日 火 晴 78 10.3% 87.2% 2.6% 0.0%

13日 水 晴 78 3.8% 91.0% 5.1% 0.0%

14日 木 晴 78 11.5% 85.9% 2.6% 0.0%

15日 金 晴 78 11.5% 84.6% 3.8% 0.0%

16日 土 晴 78 15.4% 84.6% 0.0% 0.0%

17日 日 晴 78 14.1% 85.9% 0.0% 0.0%

18日 月 晴 77 9.1% 88.3% 2.6% 0.0%

19日 火 晴 80 8.8% 88.8% 2.5% 0.0%

20日 水 晴 78 14.1% 79.5% 6.4% 0.0%

21日 木 晴 78 14.1% 80.8% 5.1% 0.0%

22日 金 晴 78 11.5% 78.2% 10.3% 0.0%

23日 土 晴 66 12.1% 87.9% 0.0% 0.0%

24日 日 雪 78 14.1% 85.9% 0.0% 0.0%

25日 月 晴 77 5.2% 93.5% 1.3% 0.0%

26日 火 雨 80 8.8% 88.8% 2.5% 0.0%

27日 水 晴 78 12.8% 87.2% 0.0% 0.0%

28日 木 晴 74 6.8% 93.2% 0.0% 0.0%

29日 金 晴 76 7.9% 86.8% 5.3% 0.0%

混雑構成比
曜日 天候

運行
本数 0% 20% 40% 60% 80% 100%

空 やや混 混 満

実験前

実験中
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・所要時間の変化 

広島駅から紙屋町交差点までの運行所要時間は、実験前はダイヤ（ダイヤ上の所要時間：

12 分）に対して大きく遅延が生じていたケースがあったが、実験中は最大値が大きく短縮
し、平均所要時間の短縮も図られた。 

広島駅～紙屋町交差点間の運行所要時間の変化（調査時間：17～20 時） 

 
実験前 実験中 

2/5 2/8 計 2/14 2/21 2/27 計 

所
要
時
間 

平均値 12：19 13：15 12：48 12：16 12：32 12：41 12：29

(50%ﾀｲﾙ値) (11：38) (13：32) (13：21) (11：39) (13：52) (13：21) (11：42)

最大値 15：48 16：20 16：20 14：05 14：02 14：02 14：05

(90%ﾀｲﾙ値) (13：54) (14：02) (14：00) (13：55) (11：50) (13：55) (13：54)

最小値 10：55 11：11 10：55 11：01 11：06 11：03 11：01

(10%ﾀｲﾙ値) (11：10) (11：31) (11：14) (11：09) (11：14) (11：26) (11：14)

備
考 

天候 くもり 晴れ － 晴れ 晴れ 晴れ － 

曜日 火曜日 金曜日 － 木曜日 木曜日 水曜日 － 

運行本数 70 74 144 72 73 71 216 

（分：秒） 

・利用者満足度 

混雑情報等の提供によって回答者の約 6割が路面電車に対する意識や行動が変わり、乗車
電車を選択するなど行動変更が行われている。こうした意識・行動の変化は、路面電車の利

用頻度が低く、買物や通院・レジャー等で利用する層において多く見られる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回答者属性による意識・行動変化した比率（％） 

 
 
 
 
 
 
 

意識や行動に
変化なし
25%

情報提供を
参考にしてない

6%

情報提供に
気付かなかった

3%

意識や行動が
変わった
62%

66.4%

50.0%

14.7%

6.9%

20.7%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80%

電車待ちのイライラが解消した

電車待ちの不安が解消した

混雑する電車が減り楽になった

所要時間が短くなった

乗車電車を選択して行動を変えた

無回答

利用者の意識・行動の変化（N=180） 

意識・行動変化の内容（N=116） 

総回答数

男性 59 72.9%

女性 120 60.8%

30歳未満 15 66.7%

60歳未満 93 64.5%

60歳以上 68 64.7%

高頻度利用 120 62.5%

低利用 58 67.2%

通勤利用 64 57.8%

買物利用 65 64.6%

その他利用 51 72.5%

八丁堀 119 62.2%

立町 61 68.9%

64.4%

意識・行動が変化した比率回答者の属性

総計 180

目的

頻度

年齢

性別

電停

72.9%

60.8%

66.7%

64.5%

64.7%

62.5%

67.2%

57.8%

64.6%

72.5%

62.2%

68.9%

64.4%

50% 60% 70% 80%
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（５）課題と改善点 

① 定時性の確保 

実証実験では、電停での乗降時間の短縮が図れたものの、信号待ちによるダンゴ運行が発

生するなど、混雑情報の提供のみではダンゴ運行の解消に結びついておらず、定時性の確保

が課題となっている。今後、定時性の確保に向けては、電停位置の変更による信号待ち回数

の減少や電車進行と信号制御が連動した優先信号などに併せて取り組んでいくことが重要

となる。 

② 混雑計測方法 

公共交通の運賃収受方式では、今後、ICカードが普及する状況にあり、ICカードシステ
ムの導入後においては、システムの改良だけで対応が可能なこと、混雑度だけでなく、区間

別乗車人員、OD 調査などの各種統計データにも活用できる点から、IC カードによる計測
が有効と考えられる。 

③ 混雑率の表示方法 

4 段階による混雑状況を表示したが、「空」及び「満」領域の精度を確保することにより
「やや混」の中間レンジが非常に大きくなった。また、「やや混」という表示は、利用者に

混んでいると思われるため、「座れる」、「混んでいる」という情報だけを表示するなど、検

出精度をふまえた、わかりやすく誤解を招かない表示方法にすることが必要である。 
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C．利便性の向上 

C‐1 情報提供 

２．公共施設での情報提供 

電停以外の場所においても、電車の運行状況等の情報提供を行なうことによって、利用者の待

ち時間の有効活用や非公共交通利用者の利用促進を図ることが可能と考えられる。特に、商業施

設、病院、市役所等の公共公益施設の玄関口等で電車の情報提供を行うことで効果が期待されて

いる。 

 

事例 シャレオ中央広場 遠隔地での電車運行情報の提供（広島電鉄） 

広島市都心部で施設が集積し人通りも多い、シャレオ中央広場（紙屋町地下街）に、路面電車

の運行情報に関する表示器が設置されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

シャレオ中央広場に設置された電子掲示板 
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施策検討事例 公共施設での電車の運行情報提供実験 

 

（１）課題の抽出 

広島市都心部の紙屋町では、地下街を整備しており、路面を走行するバスや路面電車の運

行情報は、停留所に行かなければ、把握できなかった。都心部の地下街利用者は、公共交通

機関の利用ニーズも高く、運行情報の提供が必要となった。 

 
（２）施策の検討・選定 

広島電鉄では、接近する電車の行き先や到着予想時間等の情報提供が行なわれていたが、

この効果を一層高めるために、電停までアクセスしやすい場所で、集客施設が集積し、多様

な人が集まる、シャレオ中央広場（紙屋町地下街）に電車の運行情報を提供することとした。 
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（３）システム設計 

① システム構成 

電車の運行情報の提供にあたっては、既存の運行管理システムと連動させることにより、

接近する電車の行き先や到着予想時間の表示を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 情報版 
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（４）効果検証 

① 検証方法 

利用者や通路利用者に対するアンケート調査を実施し、利用者や通路利用者の意識や行動

の変化を把握した。 

② 検証結果 

公共的な空間における情報提供を行う取り組みに対して、来街者や電車利用者の満足度は

非常に高かった。情報提供の内容においては、先発、次発電車の接近情報に対する評価が高

く、この結果、回答者の約 2割が公共交通の利用回数が増加するとしており、特に非利用者
層や月に数回程度しか利用しない低頻度利用者層の公共交通利用促進効果がみられた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

取り組みに対する評価            役にたつ情報提供内容 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回答者属性による「路面電車の利用が増加」した比率（％） 

（５）課題と改善点 

公共的空間における情報提供においては、公共交通の非利用者の意識・行動変化に影響を

与えることから、路面電車の運行情報のみではなく、異なる事業者を含めた公共交通全般の

情報を共有化し、総合的な情報提供を行っていくことが必要と考えられる。 

22%

8%

5%

9%

15%

55%

16%

8%

3%

11%

18%

56%

0% 20% 40% 60% 80%

利用回数が増える

休日に利用するようになる

平日に利用するようになる

移動手段を自動車から公共交通に変える

バスやタクシーから路面電車に変える

変わらない

利用者層
(N=130)

非利用・低頻度利用者層
(N=114)

63%

62%

20%

16%

12%

18%

4%

4%

2%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非利用者、
低頻度利用者層
（N=104）

利用者層
（N=112）

1.良い 2.やや良い 3.普通 4.やや悪い 5.悪い

31%

56%

51%

26%

26%

20%

56%

68%

48%

16%

0% 20% 40% 60% 80%

主要電停までの所要時間

電車の接近情報

次発電車の接近情報

系統別の接近情報

車両の種別

利用者層
(N=39)

非利用・低頻度利用者層
(N=25)
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C．利便性の向上 

C‐2 快適性の向上 

１．超低床車両の導入 

路面電車の近代化に向けて、多くの事業者で超低床車両の導入が進められている。超低床車両

の導入により、電停ではノンステップのため体の不自由な方の乗降負担の軽減や車椅子スペース

の設置、運行時の振動を軽減できるなど、ユニバーサルデザインの対応が可能となる。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

超低床車両導入状況（2013 年現在） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：各社 HP、日本の路面電車ハンドブック 2011 年版より作成

超低床車 PICCOLA （広島電鉄）超低床車両 MOMO（岡山電気軌道） 

導入車両
超低床車両
導入年

編成数 車長(m) 車種 定員(人)

札幌市交通局 A1200形 2013年 1 16.98 3連接 71
函館市企業局 9600形 2002年 1 13.25 連接 62
東京都交通局 - - - - - -
東京急行電鉄㈱ - - - - - -
豊橋鉄道㈱ T1000形 2005年 1 16.20 3連接 74
富山地方鉄道㈱ T100形 2010年 1 16.30 3連接 74
富山ﾗｲﾄﾚｰﾙ㈱ 0600形 2006年 7 18.40 連接 80
万葉線㈱ 1000形 2004年 6 18.40 連接 80
福井鉄道㈱ F1000形 2013年 1 27.16 3連接 155
京阪電気鉄道㈱ - - - - - -
京福電気鉄道㈱ - - - - - -
阪堺電気軌道㈱ - 2013年予定 - - - -
岡山電気軌道㈱ 9200形 2002年 2 18.00 連接 74

5000形 1999年 12 30.52 5連接 153
5100形 2004年 10 30.00 5連接 149
1000形 2013年 2 18.60 3連接 86

伊予鉄道㈱ 2100形 2002年 10 12.00 ワンマン 47
土佐電気鉄道㈱ 100形 2002年 1 17.90 3連接 71

3000形 2004年 3 15.10 3連接 63
5000形 2011年 1 16.30 3連接 73
9700形 1997年 5 18.55 連接 78
0800形 2009年 2 18.00 連接 82
1000形 2002年 9 14.00 ワンマン 58
7000形 2007年 4 18.00 5連接 78

広島電鉄㈱

長崎電気軌道㈱

鹿児島市交通局

熊本市交通局
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C．利便性の向上 

C‐2 快適性の向上 

２．ダイヤの見直し・パターン化 

複数の軌道事業者において、利用者からの要望や接続する公共交通の乗換え時間に合わせて、

最終電車の延長運行を実施している。 

また、利用者にとっては、利用時間帯が拡大する他に、利用者が時刻表を覚える・調べるとい

った手間が省けるといった効果も存在する。その他、忘年会等の繁忙期での終電延長運行は、飲

酒運転撲滅等への社会的貢献も期待される。 
 

○ 終電の延長 

・富山地方鉄道（株） 

・万葉線（株） 

・伊予鉄道（株） 

・長崎電気軌道（株） 

・熊本市交通局 

・阪堺電気軌道（株） 

○ 平日金曜の終電時間繰り下げ 

・土佐電気鉄道（株） 

・福井鉄道（株） 

○ イベント開催時 

・札幌市交通局 

○ 忘年会等の繁忙期への対応 

・函館市企業局 

・長崎電気軌道（株） 

・鹿児島市交通局 

○ 鉄道、船舶の最終便との接続 

・豊橋鉄道（株） 

・広島電鉄（株） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土佐電気鉄道（株）における取り組み 

出典：土佐電気鉄道（株）ＨＰ
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C．利便性の向上 

C‐3 運賃の割引 

１．運賃割引  

自動車から公共交通への利用転換を図り、環境への意識を高めるため。運賃割引を行うエコ定

期券が導入されている。 

 

路面電車の環境定期券 実施状況（2013 年現在） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：各社 HP より作成 

事例 神戸市交通局 エコファミリー制度 

神戸市では、エコファミリー制度という運賃割引制度を導入している。この制度では、休日、

夏休み、年末年始、大人 1人につき同伴の小学生以下の子供のバス・地下鉄の運賃が 2人まで無
料になる制度である。導入により休日の交通機関利用者数は増加している。 

神戸市交通局 エコファミリー チラシ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：神戸市 交通局 

割引制度 割引内容
札幌市交通局 -
函館市企業局 -
東京都交通局 都電環境（エコ）定期券 同伴者、大人100円、小児50円
東京急行電鉄㈱ -
豊橋鉄道㈱ -
富山地方鉄道㈱ -
富山ﾗｲﾄﾚｰﾙ㈱ -
万葉線㈱ -
福井鉄道㈱ -
京阪電気鉄道㈱ -
京福電気鉄道㈱ -
阪堺電気軌道㈱ -
岡山電気軌道㈱ -
広島電鉄㈱ -
伊予鉄道㈱ -
土佐電気鉄道㈱ 環境定期券 同伴者、大人100円、小児50円
長崎電気軌道㈱ -

熊本市交通局 環境（エコ）定期券
区間外100円で利用可能
同伴者、大人100円、小児50円

鹿児島市交通局 環境（エコ）定期券
区間外100円で利用可能
同伴者、大人100円、小児50円
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C．利便性の向上 

C‐3 運賃の割引 

２．特典の付与（ポイント、買物券） 

特典の付与（ポイント、買物券）は、路面電車の利用に対し、提携する商業施設等で利用でき

るポイントや買い物券が付与される仕組みであり、この特典付与により商業施設等の利用や外出

を促進することで、電車利用の促進も期待できるものである。 

 
事例-1 １日フリーきっぷによる特典の付与（富山ライトレール㈱） 

富山市では、指定区間内での地鉄バス、富山ライトレール、地鉄鉄道線の乗降が 1 日自由に利
用できる岩瀬フリーきっぷと八尾フリーきっぷを販売している。またこの乗車券を提示すること

で、協賛のホテルや飲食店、土産品店で割引サービスを受けることができる。 

 

 
岩瀬 1日フリーきっぷ（出典:富山ライトレール）

 

事例-2 市電１日乗車券（函館市企業局） 

函館市企業局では、市電 1日乗車券を販売している。この乗車券の提示で、飲食店やお土産屋、
資料館などでの割引サービスを受けることが出来る。 

 
 

市電１日乗車券（出典：函館市企業局）
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C．利便性の向上 

C‐3 運賃制度の見直し 

３．ゾーン運賃制 

都市内をいくつかのゾーンに分類し、乗車してから下車するまでに通過するゾーンの数で運賃

を決めるゾーン運賃制がある。ゾーン運賃制は、同一ゾーンで、一定時間内であれば、異なる交

通モードを何回乗り換えても初乗り運賃を 2 回払う必要がない方法で、海外の多くの都市で採用
されている。 

例えば、チューリッヒ市内（スイス）の鉄道、トラム、バス等の公共交通は、全て同一のゾー

ン運賃制を採用している。 

 

                 事例 チューリッヒ市のゾーン運賃制のゾーン割 

 
 
 
 
 
 
 
 
ゾーン運賃制度のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：チューリッヒ交通局 HP
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D．安全性の向上 

D‐1 狭隘電停対策 

１．電停の拡幅・島状化 

道路幅員が狭いなどの理由で電停の島状化が困難な平面電停では、事故の発生リスクが高く、

安全対策が必要となっている。道路の拡幅、軌道の移設等によって電停の島状化が行なわれてい

る。 

 
事例-1 単線化による島状電停の整備（豊橋鉄道 競輪場前電停） 

豊橋鉄道では、狭隘道路における電車利用者の安全確保のため、複線軌道を一部単線化するこ

とで、電停分のスペースを確保し、そこに島状電停を設置することで利用者の安全性を確保して

いる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例-2 軌道の移設により島状電停の整備（土佐電気鉄道 宇治団地前電停） 

土佐電気鉄道では、スペースの確保しにくい狭隘道路において、周辺の道路整備（道路線形の

改良）によって生じるスペースに電停を移設することで、電停を島状化し、乗客の安全性を確保

している。 
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D．安全性の向上 

D‐1 狭隘電停対策 

２．信号機等による自動車進入抑止  

道路幅員が狭隘であり、道路拡幅等による島状化が困難な場合において、海外では、乗降中の

乗客と一般車両の接触事故を防止するために、一般車両道路上に遮断機を設置した事例や、電車

が接近すると信号機によって一般車両を停止させ、乗客を安全に乗降させる対策が行われている。

 
事例-1 信号機と遮断機による交通制御（フランス オルレアン） 

利用者は車道上で LRT を待ち乗降を行うが、LRT 停車時には遮断機と信号機により自動車の
進入をストップさせる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事例-2 信号機による交通制御（スイス バーゼル） 

電車が到着すると、自動車信号が赤になり、利用者を安全に乗降させた後、列車通過後に自動

車信号が青になる。 
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D．安全性の向上 

D‐1 狭隘電停対策 

３．道路外における電車待ちスペースの確保 

電車利用者は道路上で電車を待つことが危険であるため、道路外に電車待ちスペースを設置し、

安全性を確保する方法がある。 

 

事例 道路外における電車待ちスペースの確保（岡山電気軌道 小橋電停） 

岡山電気鉄道の小橋電停では、過去に電車利用者と一般車両との事故が発生したことを契機に、

地権者より土地を無償で借用し、道路外に電車待ち用のスペースを設置し、電車待ちの安全性が

確保されている。 
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D．安全性の向上 

D‐2 電停のバリアフリー化  

１．拡幅、上屋、手すり等の設置 

利用者の多い電停では、道路構造令やバリアフリー化に向けた各種基準に従い、屋根、スロー

プ、ベンチ、施設案内等を設置することにより、電停の利便性や安全性・快適性を向上させるこ

とができる。 

 
事例-1 富山地方鉄道 大手モール電停    事例-2 広島電鉄 原爆ドーム前 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
事例-3 伊予鉄道 大街道電停        事例-4 福井鉄道 福井駅前電停 
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D．安全性の向上 

D‐3 事故防止 

１．自動車ドライバーへの注意喚起 

路面電車の電停は道路中央に設置されているため、路面電車の利用者は降車後、電停から歩道

へと移動において、車道を横断する必要があり、自動車と接触する危険性がある。ドライバーに

対し、路面電車車両等に注意喚起を促すための情報を伝達し、事故防止につなげている。 

 

事例-1                   事例-2 

電車ドアに設置された交通標識        電車に設置された注意喚起表示 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（オーストラリア メルボルン）           （土佐電気鉄道） 
 

事例-3 夜間における発光鋲による電停位置の明示化 

土佐電気鉄道では狭隘電停で乗降する利用者と一般車両との事故を減少させるため、電車乗降

時に平面電停に埋め込まれた発光鋲が点滅するほか、ドライバーへの警告表示灯が転倒するシス

テムを導入している。これにより一般車のドライバーが電車の乗降を認知することができ、事故

防止につながると期待されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（土佐電気鉄道） 
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D．安全性の向上 

D‐3 事故防止 

２．歩行者が多い区間での安全対策 

歩行者が多い道路において路面電車が運行するトランジットモールや駅前広場などでは、歩行

者と電車が接触する危険性があり、軌道敷への歩行者等の侵入を抑制する対策を講じている。電

車の軌道敷の舗装や色を変えることや、柵・植樹等により、軌道敷を明示化し、事故防止につな

げている。 
 

事例-1 カラー舗装による区分        事例-2 段差による区分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（フランス ニース）               （広島電鉄） 
 

事例-3  柵による区分            事例-4  植樹等による区分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（フランス パリ）            （ドイツ ケムニッツ） 
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E．経営安定化  

E‐1 経費削減 

１．樹脂固定軌道 

樹脂固定軌道とは、路面電車のレールを樹脂によって固定することで、騒音、振動の発生を抑

制するものである。また、従来の軌道よりも長寿命且つ、メンテナンスフリーであるため、ラン

ニングコストの削減につながる。利用者にとっては、走行中のゆれが少なくなるため、快適性が

向上するほか、地域にとっても騒音の軽減により沿道の環境が改善される。 

 

 

 

樹脂固定軌道の仕組み 

 
併用軌道における樹脂固定軌道の導入状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国土交通省 人間重視の道路創造研究会 第 2回資料、各社 HP より作成

路線長（m）
札幌市交通局 -
函館市企業局 50
東京都交通局 -
東京急行電鉄㈱ -
豊橋鉄道㈱ -
富山地方鉄道㈱ -
富山ﾗｲﾄﾚｰﾙ㈱ 1,100
万葉線㈱ -
福井鉄道㈱ 270
京阪電気鉄道㈱ -
京福電気鉄道㈱ 30
阪堺電気軌道㈱ -
岡山電気軌道㈱ -
広島電鉄㈱ 100
伊予鉄道㈱ -
土佐電気鉄道㈱ -
長崎電気軌道㈱ -
熊本市交通局 370
鹿児島市交通局 -
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E．経営安定化  

E‐1 経費削減 

２．省エネ、省電力（太陽光パネル、振動発電）  

経費削減の方法の一つとして、自然再生エネルギーの活用があげられる。この自然エネルギー

によって発電された電力は行き先表示板の照明用の電力として使用され、また今後の技術進歩に

よっては電光掲示板の電力に使用されることも期待されている。 

 
事例-1 バス停における太陽光パネルの設置 

西日本鉄道では、福岡市内のバス停 12箇所に太陽光パネルの設置を行っている。ここで発電さ
れた電力は、行き先表示板の照明用の電力として使用されている。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
事例-2 振動発電を用いた電力供給 

東京駅では改札の床部分に振動発電装置を設置し、駅利用者が通行する度にその振動で発電す

るシステムについて実証実験を実施している。現段階では、発電量、耐久性の観点から本格的導

入には至っていないが、今後の技術改良によって、発電した電力を自動改札機や電光掲示板に使

用する計画である。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
出典：ＪＲ東日本研究開発センター フロンティアサービス研究所 

 

 

 

西日本鉄道 太陽光パネル（出典：西日本鉄道） 

サイズ：縦 350mm×横 510mm×高さ 220mm 

重量：5.7kg 

年間発電量：約 15.3WH 

西日本鉄道 太陽光パネル（出典：西日本鉄道㈱） 
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E．経営安定化  

E‐1 経費削減 

３．運行の効率化 

利用者は、季節や天気、また、沿線施設や人口の変化などによって利用が変動する。そのため

需要ニーズに応じた適切な運行本数、ダイヤを設定による路線バスの効率的な運行が必要である。

 
事例-1 利用実態の把握による運行の効率化 

埼玉県川越市を運行するイーグルバスでは、バス停留所ごとの乗降者数、区間ごとの通過人員

等をバス車両に設置されたに GPS及びドア乗降センサーからバス利用の実態を把握し、運行本数
や、ダイヤの検討に活用し、運行の効率化や収支改善につなげている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：イーグルバス資料

事例-2 モニターによるアンケート調査 

広島電鉄では、日常的に広島電鉄（路面電車、バス）を利用する人を対象にモニターを募集し、

アンケート調査を実施し、結果を運行ダイヤ等に反映させている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

モニター募集の要項                出典：広島電鉄㈱HP より抜粋
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E．経営安定化  

E‐1 経費削減 

４．混雑緩和 

電車の混雑緩和を図ることは、運行ダイヤの見直しや遅延の防止につながる。また、混雑が緩

和することで利用者の快適性の向上や運行の効率化を図ることができる。 

 
事例 東京メトロ東西線 IC 定期券利用者を対象とした早起きキャンペーンの実施 

東京メトロでは、東西線の混雑緩和対策として、IC定期券利用者を対象に、混雑時より早い時
間に駅を利用した利用者に対し、ポイントを進呈するサービスを定期的に実施している。これに

よって混雑の緩和や運行遅延の解消につながることが期待される。 

 

 
東京メトロ 早起きキャンペーン ポスター 

出典：東京地下鉄㈱HP
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E．経営安定化  

E‐2 増収対策 

１．広告収入 

車両・電停を使った広告により、広告収入を得ることで経営安定化に寄与することができる。

 
事例-1 広告車両（熊本市交通局） 

熊本市交通局では、広告車両（費用は 1 車両につき 1 ヶ月 26 万円）を導入し、増収に寄与し
ている。 

 

出典：熊本市交通局

熊本市交通局の広告車両 

 
事例-2 「電停副呼称」制度（函館市企業局） 

函館市企業局では、地域の企業からスポンサーを募る、「電停副呼称」制度を採用している。こ

の制度でスポンサーになった企業は最寄りの電停へのベンチ、照明灯の寄贈、電停の美化と、年

間 70万円ほどのスポンサー料支払いが義務付けられる。これによって、増加効果だけでなく、施
設の維持管理費の削減にもつながることが期待できる。 

 

 

副呼称化された電停 イメージ図 

出典：函館市企業局交通部
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E．経営安定化 

E‐2 増収対策 

１．広告収入 

 
事例-3 地元企業からのサポート（富山ライトレール） 

富山ライトレールでは、新設された駅に対し、命名権（1,500万円／駅）を販売している。 

 

 
富山ライトレール広告電停 

出典：独立行政法人経済産業研究所

 

事例-4 広告付き電停（広島電鉄） 

広島電鉄では、2009年に広告付きの上屋電停を、宇品線の電停に導入している。この新しく導
入された電停は以前の電停と違い、広告用のポスターを電停の壁面に張ることができ、デザイン

性の高いものとなっている。また電停の維持に関わるコストは、広告収入によりまかなっている。

 
出典：広島電鉄㈱資料
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E．経営安定化  

E‐2 増収対策 

２．出資・募金 

路面電車運行にかかる費用の一部を地域市民、法人に出資を募り、軌道経営者の費用負担の軽

減を図る方法がある。 

 
事例 軌道敷緑化（熊本市交通局） 

熊本市交通局では、路面電車の軌道敷を緑化させるため地域の住民や法人を対象に、「緑のサポ

ーター」として費用の一部を募金によってまかなっている。募金は、一般市民は 3,000 円、法人
は 1 万円から可能で、募金者には、熊本市内の観光施設が割引で利用できるほか、法人には市の
ホームページなどで企業・団体名が公表される。 

 

 
熊本市交通局 出資募集のポスター 

出典：熊本市交通局
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F．環境・景観の向上、地域の活性化 

F‐1 騒音、振動対策 

１．車両の改良 

路面電車の騒音・振動を軽減するため、車両の改良として、弾性車輪があり、広島電鉄グリー

ンムーバーMaxや富山ライトレールのポートラムなどの新型車両で広く採用されている。 

 
事例-1 弾性車輪 

 
 

 
出典：富山ライトレール株式会社 HP
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F．環境・景観の向上、地域の活性化 

F‐1 騒音、振動対策 

２．軌道の芝生化 

路面電車の騒音・振動を軽減に大きな効果があるだけでなく、車両の通行による騒音の発生を

抑える他、沿道の景観改善にも寄与する。 
 
芝生軌道の導入状況（2013 年現在）        軌道の芝生化による効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例-1 鹿児島市交通局         事例-2 土佐電気鉄道 

 
 
 
 
 
 
 
事例-3 長崎電気軌道          事例-4 熊本市交通局 

 

 

 
 
 
 

 

出典：国土交通省 人間重視の道路創造研

究会第 2回資料、各社 HP より作成

出典：鹿児島市資料 

路線長（m）
札幌市交通局 -
函館市企業局 -
東京都交通局 -
東京急行電鉄㈱ -
豊橋鉄道㈱ -
富山地方鉄道㈱ -
富山ﾗｲﾄﾚｰﾙ㈱ 140
万葉線㈱ -
福井鉄道㈱ -
京阪電気鉄道㈱ 60
京福電気鉄道㈱ -
阪堺電気軌道㈱ 20
岡山電気軌道㈱ -
広島電鉄㈱ 310
伊予鉄道㈱ -
土佐電気鉄道㈱ 690
長崎電気軌道㈱ 40
熊本市交通局 680
鹿児島市交通局 8,900
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F．環境・景観の向上、地域の活性化 

F‐2 都市景観との調和 

１．トータルデザイン 

路面電車は路面を走行するシステムであり、車内や軌道敷等の軌道施設は街の一部を構成する

ものである。 

富山ライトレールでは基本的なデザインに加え、車道、歩道等の道路空間との一体的な整備に

よりデザイン性の向上・一体化を図ることで、まちなみの整備や良好な景観形成の改善に寄与す

る。 

 

事例 デザイン性の向上 

 

車両 

富山ライトレール

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
富山ライトレール                     富山地方鉄道環状線

電停 軌道敷 
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F．環境・景観の向上、地域の活性化 

F‐2 都市景観との調和 

２．架線レス化 

路面電車は、架線により集電しているため、架線等が蜘蛛の巣状に張り巡らされることから、

都市景観を阻害する要因となっている。 

架線をなくすため、地上から給電する方法やバッテリーによる架線レスが行われており、都市

景観の向上に寄与している。 

 
事例-1 地上給電方式 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ボルドー フランス）            （フランス ランス）

事例-2 バッテリー車両 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

出典：川崎重工業㈱
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F．環境・景観の向上、地域の活性化 

F‐3 路面電車を活用したまちづくり 

１．トランジットモール 

トランジットモールとは、都心部の歩行者空間に、自動車の通行を禁止し、路面電車や路線バ

スなどを運行させることによって、中心市街地へのアクセス性の向上を図るものである。また、

商業施設と一体となった賑いのある空間を創出する方法であり、海外では多くの導入事例が存在

する 

 

事例-1                  事例-2 

ストラスブール フランス          フランス ランス 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
事例-3                  事例-4 

スイス ベルン               ドイツ カッセル  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※日本では、年末年始や祭事など、期間や時間を限定した一時的な取り組みが行われている事例

もある。（阪堺電気軌道、広島電鉄など） 
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F．環境・景観の向上、地域の活性化 

F‐3 路面電車を活用したまちづくり 

２．サイドリザベーション  

サイドリザベーションとは、道路中央ではなく、歩道側の車線に軌道敷を整備するもので、電

停も歩道側に設置することができるため、電車の乗降が容易になり、商業施設などの沿道施設と

一体的な空間を整備することによって、地域活性化にもつながる。 

 

事例 サイドリザベーション（熊本市交通局） 

熊本市交通局では、路面電車の利便性向上のために、軌道敷を駅前で歩道側にシフトさせてい

る。これにより交差道路での信号制御は、車両検知に合わせて電車専用の信号現示を出すことで、

自動車交通との分離を図っている。 

 

 

 
出典：熊本県 HP

交差点における電車専用信号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電車進行方向の自動車交通が青の場合でも、
路面電車の専用現示は赤 

路面電車専用信号を設置した交差点での現示パターン 
（イメージ） 

1φ 2φ 3φ

軌道 軌道 軌道

熊本駅前付近のセンターリザベーション 
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F‐3 路面電車を活用したまちづくり 

３．イベント等 

路面電車を活用したまちづくりは多く、軌道経営者が路面電車を利用したイベント車両の運行

や、より路面電車を身近に感じてもらうためのイベントの開催などが存在する。また、軌道経営

者だけでなく、地元の愛好会によるイベントの開催の事例も存在する。 

 

各地の見学会、イベント等の実施状況（2005 年現在） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：社団法人 公営交通事業協会 平成 19 年度路面電車事業の活性化に関する調査研究より作成

 
路面電車まつり 車両展示の様子 

出典：広島電鉄

デコレーション車両 イベント電車 路面電車に関する体験会 路面電車に関するお祭り
札幌市交通局 イルミネーション電車 車内での人形劇 市電フェスティバル
函館市企業局 ひかりの電車 市電シネマ、カラオケビール電車 運転体験会、工場・車庫見学 路面電車感謝祭の開催
東京都交通局 花電車 ビール電車 都電おもいで広場でのイベント 路面電車の日、夏祭りの開催
東京急行電鉄㈱ 世田谷線沿線イベント
豊橋鉄道㈱ 花電車 ビール電車、おでんしゃ 市電電車運転体験
富山地方鉄道㈱
富山ﾗｲﾄﾚｰﾙ㈱ クリスマス車両など
万葉線㈱ ビール電車、新酒電車
福井鉄道㈱ ビール電車 越前時代行列、ペンタ祭り等
京阪電気鉄道㈱
京福電気鉄道㈱
阪堺電気軌道㈱ 宴会電車 沿線小学校への社会見学の実施 路面電車まつり
岡山電気軌道㈱ イルミネーション電車 路面電車まつり
広島電鉄㈱ 七夕・クリスマス電車 ディナー電車、カープ電車 電車の学校開設（施設見学等） 路面電車まつり
伊予鉄道㈱
土佐電気鉄道㈱ カラオケビール電車
長崎電気軌道㈱ 観光花電車 納涼ビール電車
熊本市交通局 ビール電車、生け花電車 草枕の駅（コンサートの開催）等
鹿児島市交通局 ビアホール電車 市電・市バスゆーゆーフェスタ 天文館市電無料の日
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＜参考＞ 公共交通利用促進事例を取り上げているサイト 

 
1. 日本交通計画協会 ライトレール研究部会 <http://www.jtpa.or.jp/contents/lrt/> 
2. 社団法人 公営交通事業協会 調査研究事業 <http://www.mtwa.or.jp/file_11.html> 
3. 運輸政策研究機構 公共交通活性化事例 

<http://ipt.jterc.or.jp/koukyou_shien/case/index.html> 
4. 公共交通利用促進ネットワーク <http://www.rosenzu.com/net/> 
5. 国土交通省 総合政策局 地域公共交通の活性化・再生への事例集 

<http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/jireiindex.html> 
6. 地域公共交通支援センター 地域公共交通活性化事例検索ページ 

<http://koutsu-shien-center.jp/jirei/#top> 
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